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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 123,594 103,616 103,289 100,578 108,298

経常利益 (百万円) 3,646 2,352 2,601 3,345 5,968

親会社株主に帰属する当
期純利益

(百万円) 3,864 2,957 1,544 1,794 3,797

包括利益 (百万円) 2,596 4,518 1,426 1,445 7,810

純資産額 (百万円) 71,910 76,177 77,349 78,537 86,079

総資産額 (百万円) 138,522 133,319 135,122 140,168 147,740

１株当たり純資産額 (円) 6,315.07 6,675.12 6,766.73 6,877.19 7,534.64

１株当たり当期純利益 (円) 340.81 260.84 136.19 158.21 334.87

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 51.7 56.8 56.9 55.6 57.8

自己資本利益率 (％) 5.48 4.08 2.02 2.32 4.65

株価収益率 (倍) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,712 △3,580 △7,650 15,884 △566

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,384 1,522 △4,063 674 △11,366

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,397 2,990 △2,028 △1,399 △1,093

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 37,802 38,708 24,980 40,270 27,413

従業員数 (名) 1,487 1,522 1,502 1,504 1,553

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．従業員数は、就業人員数を表示しております。

３．市場価格のない株式の配当金については、配当金に関する決議の効力が発生した日の属する連結会計年度に

計上しております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第107期の期首から適用して

おり、第107期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 127,509 100,327 98,606 94,432 102,203

経常利益 (百万円) 3,824 1,789 2,494 3,188 5,420

当期純利益 (百万円) 4,051 2,302 1,578 1,795 3,557

資本金 (百万円) 1,134 1,134 1,134 1,134 1,134

発行済株式総数 (千株) 11,340 11,340 11,340 11,340 11,340

純資産額 (百万円) 71,395 74,451 75,427 76,724 84,052

総資産額 (百万円) 126,537 115,864 118,570 124,795 132,401

１株当たり純資産額 (円) 6,295.93 6,565.40 6,651.50 6,765.83 7,412.00

１株当たり配当額 (円) 30.00 20.00 20.00 20.00 20.00

（内１株当たり
　中間配当額）

(円) (20.00) (10.00) (10.00) (10.00) (10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 357.31 203.07 139.20 158.31 313.73

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 56.4 64.3 63.6 61.5 63.5

自己資本利益率 (％) 5.78 3.22 2.11 2.36 4.43

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) 8.40 9.85 14.37 12.63 6.37

従業員数 (名) 1,189 1,225 1,207 1,195 1,231

株主総利回り (％) － － － － －

（比較指標：－） (％) (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 (円) － － － － －

最低株価 (円) － － － － －

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．第105期の１株当たり配当額30円は特別配当10円を含んでおります。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．市場価格のない株式の配当金については、配当金に関する決議の効力が発生した日の属する事業年度に計上

しております。

５．株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますの

で記載しておりません。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第107期の期首から適用して

おり、第107期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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２【沿革】

1923年11月 関東大震災の復旧工事の下、電気工事の需要増加に伴い、東京府東京市麹町区八重洲町１丁目１番地

に合資会社東光商会（資本金１万2,500円）設立

1932年10月 組織改組により株式会社東光商会（資本金20万円）設立

1944年10月 軍需省の電気工事業整備要綱の企業整理により東海電気工事株式会社が設立され、同東京支店として

存続

1947年３月 東海電気工事株式会社から東京支店が分離独立し、愛知県名古屋市中区西松枝町１番地に東光電氣工

事株式会社（資本金100万円）設立

出張所を札幌（現北海道支社）、福岡（現九州支社）等に開設

1947年５月 本社を東京都千代田区西神田２丁目４番地に移転し、営業開始

1947年７月 横浜出張所（現神奈川支社）開設

1947年12月 本社を東京都千代田区西神田１丁目８番地（現在地）に移転

仙台出張所（現東北支社）開設

1949年６月 名古屋出張所（現中部支社）開設

1949年10月 建設業法により、建設大臣登録(イ）第254号を受けた（以後２年ごとに更新）

1954年１月 丸の内工事部（現丸の内支社）開設

1955年10月 大阪出張所（現関西支社）開設

1958年７月 東光工材株式会社（株式会社ＴＫテクノサービス（本店：東京都千代田区西神田１丁目２番４号））

設立〔当社全額出資〕

1967年４月 本社住居表示の変更（東京都千代田区西神田１丁目４番５号）

1974年１月 建設業法改正により、建設大臣許可（特－48）第2657号を受けた（現、５年ごとに更新）

1975年２月 広島営業所（旧中国営業所、現中四国支店）開設

1975年４月 千葉営業所（現東関東支社）開設

1977年６月 新宿営業所（旧新宿支社、現在は東京西支社に改組）開設

1985年４月 埼玉営業所（現北関東支社）開設

1988年５月 タイに合弁会社Thai Toko Engineering Co.,Ltd.設立〔当社49％出資〕

1990年10月 北ビル株式会社設立〔当社全額出資〕

2004年６月 株式会社ＴＣパワーライン設立〔当社50％出資〕

2005年４月 東京支社（現在は東京東支社に改組）、中央支社（現在は東京東支社に改組）、東京南支社（現在は

廃止）開設

2006年６月 東光電氣工事株式会社から東光電気工事株式会社へ商号変更

2006年７月 中国支社を廃止し、中国営業所として関西支社に統合

2011年４月 東京西支社（現在の東京西支社とは別組織、現在は廃止）開設

2012年８月 株式会社サン・エナジー洋野設立〔当社34.1％出資〕

2012年９月 北ビル株式会社を吸収合併

2012年11月 株式会社ＴＫテクノサービス（本店：東京都千代田区西神田１丁目４番５号）設立〔当社全額出資〕

2013年２月 いいたてまでいな太陽光発電株式会社（現　いいたてまでいな再エネ発電株式会社）設立〔当社

55.6％出資〕

2013年４月 武蔵多摩支社（現在は東京西支社に改組）開設

 株式会社ＴＫテクノサービス（本店：東京都千代田区西神田１丁目２番４号）を吸収合併

2014年５月

2014年８月

2014年９月

2015年１月

インドネシアに合弁会社TOKO ENGINEERING INDONESIA Co.,Ltd.設立〔当社66.7％出資〕

新本社ビル（東京都千代田区西神田１丁目４番５号）完成

株式会社東光アグリファーム設立〔当社49.0％出資〕

株式会社ＴＣパワーライン解散
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2015年４月

 

2016年４月

 

 

 

 

 

 

 

2017年７月

2018年１月

2018年３月

2019年４月

 

 

2019年７月

2019年11月

2020年６月

2020年７月

2021年11月

2023年11月

株式会社シーズガーデンを子会社化し、株式会社東光シーズガーデン（本店：東京都千代田区西神田

１丁目４番５号）に社名変更〔当社全額出資〕

Thai Toko Engineering Co.,Ltd.　ミャンマー支店開設

首都圏支社の組織改編

首都圏東支社開設（東京支社、中央支社、東関東支社を統合、現在は東京東支社、東関東支社に改

組）

首都圏西支社開設（北関東支社、新宿支社、武蔵多摩支社を統合、現在は東京西支社、北関東支社に

改組）

首都圏南支社開設（東京南支社、東京西支社、神奈川支社を統合、現在は廃止、一部神奈川支社に改

組）

ベトナム（ホーチミン）にVietnam Toko Engineering Co.,Ltd.設立〔当社全額出資〕

株式会社サン・エナジー川内設立〔当社66.7％出資〕

TOKO ENGINEERING INDONESIA Co.,Ltd.の当社持分株式を譲渡し、インドネシア事業から撤退

首都圏支社の組織改編

首都圏東支社、首都圏西支社を改組、首都圏南支社を廃止し、東京東支社、東京西支社を開設

一部は東関東支社、北関東支社、神奈川支社に改組

ベトナム（ハノイ）に駐在員事務所を開設

ミャンマーにToko Myanmar Co., Ltd.設立〔当社全額出資〕

株式会社中部送建設立〔当社60.0％出資〕

株式会社ＴＡリフト設立〔当社85.1％出資〕

ベトナム（ハノイ）の駐在員事務所を廃止

創業100周年
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と子会社11社及び関連会社２社で構成され、電気工事業及び不動産賃貸業を主な事業の内容

としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、以下の区分は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

電気工事業　　　当社は、電気工事業を営んでおり、子会社である㈱ＴＫテクノサービス、非連結子会社である㈱

中部送建が、当社受注施工の外線・内線工事の一部を下請施工し、Thai Toko Engineering

Co.,Ltd.はタイ国、Vietnam Toko Engineering Co.,Ltd.はベトナム国、Toko Myanmar Co.,Ltd.

はミャンマー国で電気工事業を行っております。子会社である㈱ＴＡリフトは建設業機械のレン

タル業を行っております。また、子会社であるいいたてまでいな再エネ発電㈱、㈱サン・エナ

ジー川内及び持分法適用会社である㈱サン・エナジー洋野は、再生可能エネルギーの発電事業を

行っております。

不動産賃貸業　　当社は、東京、北海道その他の地域において、貸事務所等の賃貸事業を行っております。

その他　　　　　子会社である㈱ＴＫテクノサービスが行っている損害・生命保険会社の代理事業及び物品販売事

業等、非連結子会社である㈱東光シーズガーデンが行っている介護付有料老人ホームの運営等の

介護事業及び当社と非連結子会社である㈱東光アグリファームが行っている農産物の生産・加

工・販売等の農産物販売事業を含んでおります。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　※は、持分法適用会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有
割合
（％）

（連結子会社）       

株式会社

ＴＫテクノサービス
東京都千代田区 90

電気工事業

その他
100.0 －

 
当社の工事施工に伴う工事の一部を発注して

おります。また、当社の工事施工に伴う資材

の一部を購入しております。

当社所有ビルを賃貸しております。

役員の兼任があります。

 

いいたてまでいな再エ

ネ発電株式会社
福島県相馬郡 90 電気工事業 55.6 －

 
太陽光発電設備及び風力発電設備の保守運用

業務を受託しております。

再生可能エネルギーの発電事業に係る運営業

務を受託しております。

金銭消費貸借及び保証委託に係る一切の債務

について、債務保証しております。

 

株式会社

サン・エナジー川内
福島県双葉郡 60 電気工事業 66.7 －

 
太陽光発電設備の保守運用業務を受託してお

ります。

再生可能エネルギーの発電事業に係る運営業

務を受託しております。

金銭消費貸借及び保証委託に係る一切の債務

について、債務保証しております。

 

株式会社

ＴＡリフト

 

東京都千代田区 50 電気工事業 85.1 －

 
建設業機械のレンタル業に係る事務運営業務

を受託しております。

資金を貸付しております。

 

Thai Toko

Engineering Co.,Ltd.

（注）２

THAILAND
30

百THB
電気工事業

100.0

(51.1)
－

 
－

 

Thai Toko Business

Service Co.,Ltd.

（注）３

THAILAND
2

百THB
電気工事業 49.0 －

 
－

 

(持分法適用関連会社)       

株式会社

サン・エナジー洋野
岩手県九戸郡 85 電気工事業 34.1 －

 
太陽光発電設備の保守運用業務を受託してお

ります。

再生可能エネルギーの発電事業に係る運営業

務を受託しております。

 

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　　２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

　　　　３．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2024年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

電気工事業 1,536  

不動産賃貸業 12  

報告セグメント計 1,548  

その他 5  

計 1,553  

　（注）従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

2024年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,231 43.3 16.5 8,691,906

 

セグメントの名称 従業員数（名）

電気工事業 1,225  

不動産賃貸業 4  

報告セグメント計 1,229  

その他 2  

計 1,231  

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　東光電気工事労働組合は、1947年６月に結成され、1986年11月全電工労連に加入、2024年３月31日現在の組合員

数は654名で、結成以来会社と組合との関係は安定しており特記すべき事項はありません。

　なお、連結子会社については労働組合は存在しておりません。
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(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占め

る女性労働者

の割合（％）

（注）１.

男性労働者の

育児休業取得

率（％）

（注）２.

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）１.

全労働者
うち正規雇用

労働者

うちパート・

有期労働者

4.4％ 56.6％ 61.4% 62.1% 58.4% (注)３．

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

３．男女の賃金の差異について、当社の人事制度では性別の違いによる賃金差はありません。しかしながら、

女性の時間外労働時間が男性の23.5％であることによる時間外労働に対する割増賃金の差異、現場技術社

員に占める女性労働者の割合が3.0％であることによる現場従事者のみに支給している手当の支給の差異が

賃金差異の要因となっています。また、管理職に占める女性労働者の割合が4.4％であることも賃金差異の

要因となっています。女性管理職が少ない理由として、当社の全労働者に占める女性労働者比率が14.7％

と少数であること、管理職候補になる総合職としての採用が少なかったことが挙げられます。2024年4月に

人事制度を改定し総合職と一般職を廃止したことで、性別にとらわれず能力と役割に応じた職責・処遇を

実現し、キャリアアップを目指す人材の期待に応える体制を整えました。

 

②連結子会社

当事業年度

補足説明
名　称

管理職に占め

る女性労働者

の割合（％）

（注）１.

労働者の男女の賃金の差異（％）（注）１.

全労働者
うち

正規雇用労働者

うち

パート・有期労働者

㈱ＴＫテクノ

サービス
2.6% 90.3% 92.2% 98.4%

女性よりも男性に賃金の高い嘱託

社員が多いため、格差が生じてい

ると考えられます。

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

 

③連結子会社である、いいたてまでいな再エネ発電㈱、㈱サン・エナジー川内及び㈱ＴＡリフトは、「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略し

ております。また、Thai Toko Engineering Co.,Ltd.及びThai Toko Business Service Co.,Ltd.については、在

外連結子会社でありますので、記載をしておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経営方針

　当社グループは、創業以来の社是「良心的な電気工事」の思いをより具体的に共有するため、３つのＣに示され

る行動の指針として以下の経営理念を定めています。

 

［経営理念］

豊かな社会の建設に貢献することを通じて名実共に優れた魅力ある会社づくりを目指す

 

Ｃｒｅａｔｉｖｅ　　創造することの喜びと、チャレンジ精神を持って仕事に取り組もう

Ｃｕｓｔｏｍｅｒ　　顧客の満足と信頼を得られる仕事をしよう

Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ　幸せを共有するいきいきとした人間集団の形成を目指そう

 

(2）経営環境

　今後の経営環境につきましては、国内外のインフレや円安に伴う資源価格上昇に加えて世界的な金融引締めへの

懸念があるものの、景気は堅調に推移する見通しです。建設業界におきましては、堅調な企業収益を背景とした企

業の高い設備投資意欲に支えられ、建設需要は増加していくと見込まれており、デジタル技術を用いた業務効率化

などの取り組みを迅速に行う必要があります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上課題

　上記経営環境を踏まえ、当社グループとしては、創業100周年を迎え、社会情勢や事業環境は大きく変わるな

か、今後も前向きに推進力を持って良心的な電気工事を提供し続けるために、社員の労働環境の改善と人材育成に

一層力を注ぎます。また、デジタル技術を活用した効率的な作業管理や情報共有により、人手不足の影響の緩和を

図ります。加えて、利益率の向上及び収益基盤強化のため、原価精査・低減と人員補強に重点を置き、全体最適を

意識した創造力の推進をしております。

　また、当社は経営環境の変化を念頭にしたサステナビリティ経営への対応にも注力し、ＴＣＦＤ提言に基づいて

気候関連リスク・機会の評価・マネジメントを含む気候関連事項全般について検討を行っております。

　また、当社は事業活動に伴うＧＨＧ排出量（Ｓｃｏｐｅ１，２を対象）を2030年度までに40％削減（2021年度

比）、2050年度までにカーボンニュートラルの実現を目指します。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　下記（１）～（３）の取組により、建設現場の脱炭素化を目指すとともに、自社再エネ発電所によるエネルギーの

「自産自消」により、環境企業としてお客様から選ばれる会社として持続させていくことを目指すべきゴールである

と考えております。

 

(1）サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

　当社グループでは、サステナビリティに関する事項について、取締役、執行役員、部門の長によって構成される

業況確認会議(現執行役員会議)において、月に１回を目安に定期的な議論を行っております。協議された内容は、

適宜取締役会へ付議または報告され、その決議により経営戦略やリスク管理に反映しております。これによりサス

テナビリティは当社グループの全体的なガバナンスフレームワークの一部となり、組織全体の意思決定プロセスに

組み込まれております。

 

(2）気候変動に関する事項

　建設業は施工時の資材投入、建設物運用時のエネルギー使用、解体時の廃棄物の排出などさまざまな環境への影

響を与える業種であり、当社グループとしても地球環境問題への対応を経営の重要課題（マテリアリティ）の一つ

と認識しています。これらのうち重要なテーマの一つである気候変動への対応については、ＴＣＦＤ（気候関連財

務情報開示タスクフォース）提言に基づき気候変動による事業への影響を分析し、それらに適切に対処するために

取り組むとともに、情報開示を進めています。

　持続可能な社会の実現に向け、これらの取り組みを今後より一層充実させてまいります。

　当連結会計年度の取り組みとして実施したものについて記載をいたします。

 

①ガバナンス

　当社グループではＴＣＦＤ提言に基づいた気候関連リスク・機会の評価・マネジメントを含む気候関連事項全般

について検討を行っております。重要事項は業況確認会議及び取締役会に付議・報告し、必要に応じて指示・助言

を受け、取り組みに反映させております。
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②戦略

　気候変動が当社の主要な事業である内線事業及び再エネ事業に影響を与える事象について、ＴＣＦＤワーキング

グループにて関係部門が参画し、気候関連リスク・機会を特定し、外部シナリオを用いて2030年時点を想定した事

業インパクトを分析し、対応策を検討しました。

　対象事業における気候関連リスク・機会を抽出し、事業への影響の大きさと発生の可能性から重要度を評価し、

重要度の高いものを当社としての重要なリスク・機会と決定しました。この重要なリスク・機会について、事業へ

のインパクト（財務的影響額等）を分析し、影響が大きいものから優先的にその対応策の方向性を検討しました。

 

 

(2℃シナリオの世界観のイメージ図)

 

 

(4℃シナリオの世界観のイメージ図)
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(重要なリスク・機会と主な対応策)
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（営業利益への影響）

　気候変動によるリスクと機会が財務面に与える影響より、２℃上昇シナリオでは、政府のエネルギー政策によ

る再エネ拡大、防災・減災・災害復旧工事での社会貢献のインパクトが大きい結果となり、対応策として、再エ

ネ事業の戦略の見直しや長期目線での人材獲得・教育研修の必要性が認識されました。しかしながら、４℃上昇

シナリオでは、災害激甚化による想定外の損失・補償、労働環境悪化・生産性低下とその対策などのインパクト

が大きい結果となり、対応策としては労働環境改革・現場魅力向上、顧客との合意・機能分散などリスク管理の

必要性が認識されました。また、現時点から2030年度までの想定では影響が軽微と想定している気温上昇による

生産性低下や熱中症予防費用については、今後気温上昇が加速するにつれて影響が甚大なものとなると考えられ

ます。

　今後は、シナリオ分析の対象範囲の拡大（対象事業の拡大、連結グループ全体への拡大）を行うとともに、シ

ナリオ分析の結果について、2050年カーボンニュートラルの達成に向けた移行計画（ロードマップ）の策定や経

営戦略に反映させ、営業利益の拡大できるよう、具体的な検討を進めております。
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③リスク管理

　当社グループは、気候変動に関する問題を深刻な経営上のリスクと位置付けており、ＴＣＦＤワーキンググルー

プにおいて、関連部署と協力の上、情報の収集とリスク低減に向けた施策の立案及び展開を行っております。

　審議した内容につきましては、業況確認会議・取締役会への付議・報告を行っております。

 

④指標及び目標

　当社は2030年度までに、事業活動に起因する温室効果ガスＧＨＧ排出量（Ｓｃｏｐｅ１，２を対象）を2021年度

比で40％削減するという具体的な目標を設定しました。さらに、2050年度までにカーボンニュートラルを達成する

ことを公約します。Ｓｃｏｐｅ３におけるＧＨＧ排出量削減については、サプライヤーとの連携を強化して削減に

努めます。
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(3)人的資本

①戦略

　ビジネス環境が急速に変化する中、持続的に企業価値を向上させるためには、経営戦略の実現を支える人材戦略

が不可欠であると認識しています。

　そのための課題である人材の育成と確保、経営者・管理職の強化、女性とシニア・ベテラン層の活躍推進、社員

個人のキャリア志向の向上を大きな目標に掲げています。

 

　a.人材の確保

　新卒採用のほか、即戦力となる人材を確保するため、中途採用も積極的に実施しています。当社ホームページ

での募集のほか、人材紹介会社や紹介派遣サービスを利用し、幅広い候補者層へのアプローチを行っています。

今年度の中途採用比率は過去７年で最も高い59％となっています。

　また、2022年10月にリファラル採用を規程化しました。優秀な人材を確保するための施策としてリファラル採

用を強化、社員のネットワークを活用し、会社が求める知識や技能を有する質の高い人材を効率的に採用し、採

用計画を継続的かつ円滑に推進することを目的としています。この制度による採用者は中途採用者の約12％を占

めています。

 

　b.マネジメント職の強化

　2023年度からは、新たにエグゼクティブ研修を実施しました。役員、支社長を対象とし17名が受講しました。

また、マネジメント能力の更なる向上を目的とした全管理職を対象とする研修を数次に分けて実施し、翌年度以

降も継続していきます。

 

c.女性とシニア・ベテラン層の活躍推進

　当社の人事制度では、性別による職務区分の設定はなく、一般職から総合職への職種転換制度もあって毎年一

定数が職種転換してきました。2024年度からは総合職と一般職の職務区分を廃止し、誰もが自身の能力と役割に

応じた職責を果たし、キャリアアップを目指す人材の期待に応えられる職務環境を整備します。

　また、育児や介護と仕事の両立支援の一環として、短時間勤務制度は子が小学校卒業まで、時間外労働の制限

は子が小学校就学の始期に達するまで、子の看護休暇は子が小学校卒業までとするなど、法定以上の各種制度を

規定しています。

　2022年度に制定した育児目的休暇の利用者数は、2023年度64名と前年度比142％増加しました。2024年度から

は、子が出生した社員全員に５日以上の育児休業又は育児休暇の取得を義務化することとしました。

　シニア・ベテラン層の活躍推進のため、2024度から定年年齢を60歳から65歳に延長します。現在65歳未満の定

年再雇用者は、再び現役社員として処遇することで、給与水準を引き上げることで、モチベーションを維持し若

手社員への技術継承による経営基盤強化を進めます。
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d.社員個人のキャリア志向の向上

　社員が高度な知識とスキルを持つことで企業全体の競争力を高めることを目指しています。各種教育・研修プ

ログラムを通じて、社員の成長を促進し、変化するビジネス環境に対応できる柔軟な組織づくりを進めていま

す。社員一人ひとりの成長と企業の発展に向けた取り組みを強化していきます。

 

　イ.高卒入社若手社員の大学修学支援

　2021年度から開始した大学二部電気電子工学科への修学支援は、社員の修学意欲に応え、大学への進学希望

を実現させて仕事と学業を両立できるよう、勤務時間や勤務場所に一定の配慮をしたうえで、新たな知識やス

キルを習得しやすい環境を整えています。現在２名が通学中です。

 

　ロ.ビジネススクールへの派遣

　自らの頭で考え抜く思考力を身に付け、自律型人材を早期に育成する機会を若手社員に提供しています。

2022年度は８名、2023年度は５名を派遣しました。

 

ハ.単位別研修

　必要な単位数取得の目標を立て、自律的に研修を受講して必要な業務知識を習得しています。2024年度から

は新人事制度にて一定の単位数取得を昇格の要件とすることで、処遇にも結び付ける方針です。
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e.ワークライフバランスの推進

　2024年度から建設業にも適用される時間外労働の上限規制遵守に向けて、働き方改革を推進すべく取組みを進

めています。

　2023年度の一人当たり平均総労働時間は、現場技術社員が所属する工事部門で前年度比マイナス７時間/月

（マイナス３％）となりました。

　全社員に毎年度３日間のリフレッシュ休暇（有給の特別休暇）を付与しており、年次有給休暇と合わせた取得

率は、今年度６割を超えました。

　また、10年以上前から、暦の休日や所定休日に挟まれた平日に休暇取得を奨励するために設定している「有給

休暇取得奨励日」について、休暇取得率は、2022年度の63.5％（全７日中4.4日取得）から、2023年度は72.3％

（全６日中4.3日取得）と増加しました。

　2023年７月には、社長名で「「働き方改革関連法」遵守及び健康で安全な現場労働環境づくりへの取組みに向

けたご理解・ご協力のお願い」文書を、発注者である取引先へ手交し、法規制を遵守すべく長時間労働の削減に

対する理解と協力を要請しました。

　長時間労働の削減には現場技術社員の業務量見直しが必須であることから、ミドルオフィスやバックオフィス

への業務範囲の移管を進めています。

 

②指標及び目標

　当社は人材多様性の確保と社内環境の改善に取り組んでおり、その中心にある目標は、男女の性差を超えて、誰

もが高いキャリアで活躍できる環境の実現です。人的資本に関する方針及び社内環境整備における指標、目標及び

実績については、以下のとおりであります。

 

 

　なお、上記記載については、連結グループにおける記載が困難であるため、提出会社における指標、目標及び実

績を開示しております。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存

であります。

(1）事業環境の変化

　想定を上回る建設関連投資の減少、価格競争の一層の熾烈化、わが国のエネルギー構成の著しい変化等が生じた

場合に当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(2）資材価格等の変動

　資材価格や労務費等が高騰した際、請負代金に反映することが困難な場合には、工事の採算性を低下させること

もあり、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3）顧客の倒産等による不良債権の発生

　顧客と契約を締結して、契約条項に基づいて、当社グループは工事を施工し、顧客から工事代金を受領しており

ます。与信管理を強化していますが、顧客に倒産等があった場合、不良債権が発生することが予想され、不良債権

の額によっては、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(4）不採算工事の受注

　厳しい受注環境が継続することが予想される中、受注競争激化による粗利率の低下により不採算工事が発生した

場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(5）資産保有リスク

　営業活動上の必要性から、不動産・有価証券等の資産を保有しているため、保有資産の時価が著しく下落した場

合等には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、事業用資産の収益性が著しく低下した場合には、業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

(6）退職給付債務の変更

　年金資産の時価の下落、運用利回り及び割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更があった場合には、業

績等に影響を及ぼす可能性があります。

(7）工事契約に係る収益認識

　履行義務が一定の期間にわたり充足される工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進

捗度に基づき収益を認識しております。当該収益認識にあたっては、工事原価総額と工事収益総額に変動が生じる

場合があり、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、経済活動の正常化に伴う国内インバウンド需要の増加等による外需の回

復により、緩やかな回復基調が続きました。一方で、所得の伸びが物価の伸びに追いつかず、実質賃金の減少が続

くなど依然として先行き不透明な状況が続いております。

　建設業界におきましては、一時は足踏み状態にあった設備投資に持ち直しの動きがみられました。しかしなが

ら、建設資材やエネルギー価格の高騰、人材不足、建設業への時間外労働上限規制の適用への対応など、解決すべ

き課題は多く存在しております。

　このような状況下にあって、当社グループは、2023年６月の新社長就任に伴い、経営の基本方針（柱）を「人」

と「安全・品質」と考え、安易な価格競争や規模のみの拡大を追及せず、「社員が活き活きと安心して働ける会

社」、「社員と共に創り、共に成長する会社」を目指します。また、長期経営ビジョンとして策定した「成果が社

員に適切に分配され、労働価値が享受できる企業」となるべく、施工、営業、および事務の各部門が団結し、手持

ちの工事量と施工能力の均衡に焦点を当てながら、採算性を重視した工事の確保と施工品質の高水準維持を図って

まいります。また、「豊かな社会に貢献する会社」の実現に向け、研修制度を拡充し、取締役から新入社員までが

共通の目標に向かって取り組みました。

この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,571百万円増加し、147,740百万円となりました。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ29百万円増加し、61,661百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,541百万円増加し、86,079百万円となりました。

ｂ．経営成績

当連結会計年度の経営成績は、新規受注高102,135百万円(前年同期比12.7％減)、売上高108,298百万円(同7.7％

増)となり、利益面につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益は3,797百万円(同111.7%増）となりまし

た。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（電気工事業）　売上高106,884百万円(前年同期比7.6％増）、営業利益5,070百万円（同90.4％増）となりまし

た。

（不動産賃貸業）売上高1,274百万円（同14.7％増）、営業利益546百万円（同15.5%増）となりました。

（その他） 　　売上高139百万円（同10.0％増）、営業利益7百万円（同65.8%減）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び投資活動

によるキャッシュ・フローが増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ12,857百万円減少し、当連結会計年

度末には27,413百万円（前年同期比31.9％減）となりました。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は566百万円（前年同期は15,884百万円の獲得）となりました。これは主に売上

債権の増加7,294百万円と未成工事受入金の減少5,015百万円によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は11,366百万円（前年同期は674百万円の獲得）となりました。これは主に有

形・無形固定資産の取得による支出7,002百万円と投資有価証券の取得による支出5,042百万円によるものであり

ます。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1,093百万円（前年同期は1,399百万円の使用）となりました。これは主に借入

金返済による支出824百万円によるものであります。

EDINET提出書類

東光電気工事株式会社(E00265)

有価証券報告書

20/99



③生産、受注及び販売の実績

ａ．受注実績

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

電気工事業 102,135 87.3%

不動産賃貸業 － －

報告セグメント計 102,135 87.3%

その他 － －

計 102,135 87.3%

 

ｂ．売上実績

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

電気工事業 106,884 107.6%

不動産賃貸業 1,274 114.7%

報告セグメント計 108,159 107.7%

その他 139 110.0%

計 108,298 107.7%

　（注）１．当社グループでは電気工事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の実績」は記載しておりません。

 

　なお、参考のため提出会社単独の事業の実績は次のとおりであります。

電気工事業における受注工事高及び施工高の実績

ｃ．受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別
工事
種類別

前期繰越
工事高

（百万円）

当期受注
工事高

（百万円）

計
（百万円）

当期完成
工事高

（百万円）

次期繰越工事高

当期
施工高

（百万円）
手持工事高
（百万円）

うち施工高

比率(％）
金額

（百万円）

前事業年度

（自2022年４月１日

至2023年３月31日）

外線工事 40,361 38,040 78,401 20,241 58,160 1.6 930 20,607

内線工事 66,628 74,597 141,225 73,020 68,205 1.6 1,091 72,912

計 106,989 112,637 219,627 93,262 126,365 1.6 2,021 93,519

当事業年度

（自2023年４月１日

至2024年３月31日）

外線工事 58,160 17,367 75,527 30,993 44,534 2.0 890 30,953

内線工事 68,205 79,643 147,849 69,857 77,992 1.6 1,247 70,013

計 126,365 97,011 223,376 100,850 122,526 1.7 2,138 100,967

　（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその増減額

を含んでおります。したがって、当期完成工事高にかかる増減額が含まれております。

２．次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

３．当期施工高は（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致しております。
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ｄ．受注工事高の受注方法別比率

　工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

前事業年度

（自2022年４月１日

至2023年３月31日）

外線工事 72.5 27.5 100.0

内線工事 55.1 44.9 100.0

当事業年度

（自2023年４月１日

至2024年３月31日）

外線工事 33.5 66.5 100.0

内線工事 69.0 31.0 100.0

　（注）百分比は請負金額比であります。

ｅ．完成工事高

期別 区分
官公庁

（百万円）
鉄道会社
（百万円）

電力会社
（百万円）

建設会社
（百万円）

金融機関
（百万円）

不動産会社
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前事業年度

（自2022年４月１日

至2023年３月31日）

外線工事 617 1,642 9,995 2,840 － 241 4,904 20,241

内線工事 5,466 11 130 39,439 6,883 9,829 11,260 73,020

計 6,083 1,653 10,126 42,279 6,883 10,070 16,165 93,262

当事業年度

（自2023年４月１日

至2024年３月31日）

外線工事 440 1,315 15,462 2,811 － 1,402 9,560 30,993

内線工事 3,247 43 153 37,723 5,021 12,208 11,460 69,857

計 3,687 1,358 15,616 40,534 5,021 13,611 21,020 100,850

　（注）１．完成工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前事業年度

鹿島建設㈱  中外製薬横浜研究拠点プロジェクト建設

大成建設㈱  蔵前計画新築工事

岐阜県  岐阜県庁舎行政棟電気設備工事

愛知県厚生（農協連）  安城更生病院新棟建築及び本棟改修（電気）工事

㈱大林組  品川インターシティ　ＢＣＰ対応工事
 
当事業年度

㈱ジェイウインド上ノ国  上ノ国第二風力発電所新設工事

 上ノ国第二風力線設置工事

鹿島建設㈱  ＪＡＳＭ新築電気設備工事

㈱大林組  五反田ＪＰビルディング

㈱協和エクシオ  茂原太陽光発電所建設工事（その３）

清水建設㈱  勝どき東再開発
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ｆ．手持工事高（2024年３月31日現在）

区分
官公庁

（百万円）
鉄道会社
（百万円）

電力会社
（百万円）

建設会社
（百万円）

金融機関
（百万円）

不動産会社
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

外線工事 91 399 23,239 3,083 － 1,861 15,858 44,534

内線工事 7,598 11 295 52,327 6,131 6,062 5,564 77,992

計 7,690 410 23,535 55,411 6,131 7,924 21,423 122,526

　（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

(同)ＪＲＥ宮城加美 ＪＲＥ宮城加美町ウインドファーム 2024年８月完成予定

苓北風力（同） 苓北・天草風力発電所新設工事 2026年中　完成予定

電源開発㈱ 佐久間東西幹線増強工事（第６工区） 2028年３月完成予定

東北電力ネットワーク㈱ 出羽幹線新設（電気） 2030年７月完成予定

大成建設㈱ （仮称）ＴＫＬ新棟計画 2025年７月完成予定

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．当連結会計年度の財政状態

　前連結会計年度末に比べ総資産が7,571百万円増加(流動資産8,300百万円減少、固定資産15,872百万円増加)し

ました。流動資産については、固定資産の取得に伴い、現金預金が減少したことが主な要因であります。固定資

産については、有形固定資産と投資有価証券が増加したことが主な要因であります。負債は、前連結会計年度末

に比べ29百万円増加(流動負債640百万円減少、固定負債670百万円増加)しました。流動負債については、電気工

事業における未成工事受入金の減少が主な要因であります。固定負債については、繰延税金負債の増加が主な要

因であります。純資産については、利益剰余金とその他有価証券評価差額金の増加により、前連結会計年度末に

比べ7,541百万円増加しました。

　自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.2ポイント増加し57.8％となりました。

ｂ．当連結会計年度の経営成績

　当連結会計年度における当社グループの売上高は、前連結会計年度に比べ7,720百万円増加し、108,298百万円

となりました。利益面につきましては、営業利益が2,467百万円増加し5,623百万円となり、親会社株主に帰属す

る当期純利益は2,003百万円増加し3,797百万円となりました。

　その内、電気工事業については、短工期案件の増加等の結果、売上高は、前連結会計年度に比べ7,545百万円

増加し、106,884百万円となりました。利益面につきましては、原価改善による利益が向上したことなどによ

り、営業利益は2,407百万円増加し、5,070百万円となりました。依然として続く物価上昇の中、コスト管理の徹

底や効率化を図り、利益向上に繋げてまいります。

　不動産賃貸業については、不動産賃貸業用資産の購入により、売上高は前連結会計年度に比べ162百万円増加

し、1,274百万円となりました。営業利益につきましても、増収の影響により73百万円増加し、546百万円となり

ました。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

ａ．キャッシュ・フロー

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「（1）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

ｂ．財務政策

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、電気工事施工のための工事原価のほか、人件費をはじめとす

る販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要のうち主なものは、送電線及び再

生可能エネルギー関連工事のための工具・機械装置の購入、更新費用等によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な手元流動性とキャッシュ・フロー及び資金の調達力を安定的に確保するこ

とを基本方針としております。

　短期運転資金は自己資金を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につきましては、金融機関からの

長期借入を基本としております。

　なお、当連結会計年度末における借入金の残高は、9,689百万円となっております。また、当連結会計年度末

における現金及び現金同等物の残高は27,413百万円となっております。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成にあたっては、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、資

産・負債及び収益・費用に反映されております。

　連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

のとおりであります。見積りについては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには

不確実性が伴うため、実際の結果と異なる可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

(1) 電気工事業

　当社グループは、経営理念である「豊かな社会の建設に貢献することを通じて、名実共に優れた魅力ある会社づ

くりを目指す」にもとづき、信頼性が高く、高品質な施工を第一としつつ、一方で顧客の多様化したニーズに対応

して省力化を目指した工法の開発等の研究活動を行っております。開発には成果を見出せないケースがあっても、

失敗を恐れず挑戦・開発を図ることが当社グループの技術力の向上に必須であり、会社力の発展に繋がると考え、

新製品や新技術の開発を目的とした所謂研究開発に注力しております。その結果、当連結会計年度に計上した研究

開発費は43百万円となり、その主な研究開発成果は次のとおりとなりました。

 

　①ヴァリアブルクレーン開発

　　簡単な設定変更やパーツの交換により、送電線の基礎工事用ジブクレーンと鉄塔組立用クライミングクレーン

の機能を１台でカバーできるクレーンの開発を行っております。従来のクレーンと比べ現場適用率が高くなり、

様々な鉄塔にて活用可能となります。

 

　②山岳現場大型重機開発

　　通常平場で使用するクレーンに、特殊キャタピラ・ブームなどの改良を施し、山岳地に適用する大型重機の開

発を行っております。山岳地での自走性能を高めることで、平場で行う大型重機による工法を採用させ、安全

性・品質・採算性の向上を目指します。

 

(2) 不動産賃貸業

　該当事項はありません。

 

(3) その他

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は7,341百万円であります。その内電気工事業の設備投資額は2,409百万円であ

り、その主なものは開発中の新業務システムによるものであります。また、不動産賃貸業に係る設備投資額は4,932

百万円であり、その主なものは土地・建物の取得によるものであります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

2024年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物・構築物

機械・運搬具・
工具器具備品

土地
（面積㎡）

合計

本社
（東京都千代田区）

電気工事業
不動産賃貸業

3,344 119
867

(18,933)
4,330 251

札幌北ビル
（札幌市北区）

不動産賃貸業 1,371 9
10

(1,412)
1,391 －

 

(2）国内子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物・構築

物

機械・運搬
具・工具器
具備品

土地
（面積㎡）

合計

いいたてまでいな
再エネ発電㈱

太陽光発電所
（福島県相馬郡）

電気工事業 269 1,574
－

(－)
1,844 －

いいたてまでいな
再エネ発電㈱

風力発電設備
（福島県相馬郡）

電気工事業 105 1,655
－

(－)
1,760 －

㈱サン・エナジー
川内

大中合太陽光発電所
（福島県双葉郡）

電気工事業 314 3,104
－

(－)
3,419 －

㈱サン・エナジー
川内

大津辺太陽光発電所
（福島県双葉郡）

電気工事業 366 3,054
－

(－)
3,420 －

 

(3）在外子会社

　在外子会社に主要な設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等
 

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方

法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了予定

本社
東京都
千代田区

全社
新業務
システム

2,082 1,849 自己資金 2020年11月 2024年5月

 

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

（2024年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（2024年６月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,340,000 11,340,000 非上場 単元株制度は採用
しておりません。

計 11,340,000 11,340,000 － －

（注）当社の株式の譲渡又は取得については、取締役会の承認を要する旨を定款に定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

(百万円)

1994年６月22日 － 11,340,000 567 1,134 － 2

（注）資本金増額は利益処分による資本組入であります。

（５）【所有者別状況】

2024年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株式

の状況(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
－ － － － － － 761 761 －

所有株式数
(株)

－ － － － － － 11,340,000 11,340,000 －

所有株式数
の割合(％)

－ － － － － － 100 100 －
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（６）【大株主の状況】

  2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

東光電気工事共済会 東京都千代田区西神田１丁目４番５号 1,264 11.2

山　本　隆　洋 千葉県習志野市 200 1.8

青　木　宏　明 埼玉県さいたま市浦和区 150 1.3

馬　田　　　榮 東京都荒川区 150 1.3

小　宅　　　満 東京都大田区 140 1.2

金　子　　　純 埼玉県所沢市 116 1.0

柏　　　律　子 宮城県仙台市宮城野区 115 1.0

小　島　　　浩 宮城県仙台市太白区 110 1.0

香　川　立　人 東京都杉並区 108 1.0

吉　田　哲　也 千葉県市川市 103 0.9

計 － 2,459 21.7

（注）所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

11,340,000
11,340,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 11,340,000 － －

総株主の議決権 － 11,340,000 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

①　役員・従業員株式所有制度の概要

　当社は、社員の資産形成に役立つ無理のない自社株購入と、それに伴う経営参加意識の高揚などを目的とし

て、役員・従業員株式所有制度を導入しております。当該制度では、社員が任意で申し込み、給与もしくは賞与

から株式の購入価格を引き落とし、当社共済会から分譲された株式を取得する方法で行っております。

②　役員・従業員等持株会に取得させる予定の株式の総数

　該当事項はありません。

③　当該役員・従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　当社及び株式会社ＴＫテクノサービスの役員・相談役・常任顧問・顧問及び勤続３年以上の従業員（特殊嘱

託・臨時員・嘱託班長を除く）。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、創業以来一貫して株主への利益還元を重要な課題のひとつと考えて事業の経営にあたっており、剰余金の

配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的方針としております。

　この方針のもとに、配当については１株当たり年10円の安定配当を目標とし、記念すべき節目や各事業年度の経営

成績の状況等を勘案して増配等を実施しております。当事業年度については業績に鑑み20円配当（普通配当20円（う

ち中間配当10円）としました。

　内部留保資金の使途については、経営体質の一層の充実及び将来の事業展開に役立てることとしております。

　また、当社は、中間配当を行うことができる旨定款で定めております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、

期末配当は株主総会であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2023年11月27日

取締役会決議
113 10.0

2024年６月19日
定時株主総会決議

113 10.0
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は業務執行の強化、迅速性、適正化と企業を取り巻く経営環境の変動に柔軟に対応するためにはコーポ

レート・ガバナンス体制の充実が極めて重要な経営課題であると認識し、取引先や地域社会との共生を図り、企

業価値の高い企業であり続けるため、以下の取り組みを実施しております。

 

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

ａ．会社の機関の内容

　当社は、監査役制度を採用し、会社の機関として取締役会及び監査役会を設置しており、重要な業務の執行

の決議、監督並びに監査をしております。

　取締役会は全て社内取締役の５名（当事業年度末時点では全て社内取締役の５名)で構成され、月１回開催

するほか必要に応じて適宜開催し、重要な業務執行について審議決定するとともに、取締役の業務執行を監督

しております。また、取締役会に付議する事項を含め重要な経営事項を審議するその他の会議を適宜開催する

など、合理的な会社運営に努めております。

　また、監査役会制度を採用しており、監査役は社外監査役２名を含む４名（当事業年度末時点では社外監査

役２名を含む４名）で構成され、取締役会などの重要会議に出席し、経営全般に関する客観的かつ公正な意見

陳述を行うとともに、法令及び監査方針に基づいた適正な監査を行っております。また、取締役と定期的かつ

随時会合を持ち、取締役の職務の執行状況の聴取等を行っております。

ｂ．内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムとしては、会社法の規定に従い、取締役会において、内部統制の充実に向けての基

本方針を策定しました。同方針に基づき、内部統制システム整備委員会を設置し種々の整備を行っておりま

す。

 

③　リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理マニュアルを制定するとともに、各々の担当分野において、リスクの発生予防、発生時の損失の回

避・低減を図るための対策を講じております。

　また、コンプライアンスについては、業務遂行において遵守すべき基本原則である「コンプライアンス憲章」

を制定し、その定着化とグループ全従業員の意識向上を進め、コンプライアンスに関する相談窓口を設置し、法

令違反行為等についての内部通報にも対応できる体制を整え、公正かつ健全な企業風土の確立・維持を図ってお

ります。

 

④　子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社の子会社の業務の適正を確保するための体制として、当社の取締役及び従業員を子会社の取締役又は監査

役として配置しております。子会社の業務執行については、取締役会及びその他の会議にて経過報告、財務報告

等を行い、業務執行の状況を把握する体制を構築しております。またコーポレート・ガバナンス部工事・業務監

査課は、子会社についても当社同様に業務執行状況について、適宜監査を行っております。

 

⑤　役員報酬の内容

 
社内取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

 名 百万円 名 百万円 名 百万円 名 百万円
定款又は株主総会
決議に基づく報酬

７ 190 ３ 15 ３ ９ 13 214

計 － 190 － 15 － ９ － 214

　（注）１．報酬等の額には2024年６月支給の役員賞与49百万円（取締役47百万円、監査役１百万円）を含めておりま

す。

２．株主総会決議に基づく報酬限度額（年額）は、取締役４億円（2014年６月16日定時株主総会決議）、監査役

５千万円（1982年６月10日定時株主総会決議）であります。

３．期末現在の人員は取締役５名（全て社内取締役）、監査役４名（うち社外監査役２名）であります。

 

⑥　取締役の定数

　当社の取締役は15名以内、任期は１年とする旨定款に定めております。
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⑦　取締役の選任及び解任の決議要件

　定款において、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過

半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑧　取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は取締役会を月１回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

あります。

役職名 氏　名 取締役会出席状況

取締役会長 馬 田　榮 全２回中２回

取締役会長 青木　宏明 全12回中12回

取締役社長 山本　隆洋 全12回中11回

取締役 小 宅　満 全２回中２回

取締役 小 島　浩 全12回中12回

取締役 金 子　純 全12回中12回

取締役 吉田　哲也 全10回中10回

常勤監査役 竹澤　秀昭 全２回中２回

常勤監査役 赤崎　良知 全10回中10回

監査役 菅野　一博 全12回中12回

（注）馬田　榮、小宅　満及び竹澤　秀昭は、2023年６月21日開催の定時株主総会で退任するまでに当事業年度

に開催された取締役会に全て出席しております。

吉田　哲也は、2023年６月21日開催の定時株主総会で取締役に就任以降、当事業年度に開催された取締役

会に全て出席しております。

赤崎　良知は、2023年６月21日開催の定時株主総会で常勤監査役に就任以降、当事業年度に開催された取

締役会に全て出席しております。

　取締役会における具体的な検討内容として、毎年の収益予測の詳細なレビューから、資産売却の適切な時期を

見極める戦略的な討論、そして関係企業の財務状況についての分析までが含まれます。また、当社保有株式の売

買に対する戦略や会社の制度変更に伴う決断、企業全体に影響を及ぼす可能性のあるトピックについても熟考し

ております。

　加えて、持続可能な社会の実現に向けて環境・社会・ガバナンスに関する取り組みを強化するため、ＥＳＧリ

スク管理体制の整備を議論し、具体的な方針とアクションプランを策定し、定期的なレビューとモニタリングを

通じて進捗を確認し、必要に応じて修正を行っております。

 

⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ．取締役、監査役及び会計監査人の責任免除

当社は、取締役、監査役及び会計監査人が、職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮できるよう、

会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）、監査役

（監査役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。

ロ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする

ものであります。

ハ．株式の割当てを受ける権利等の決定

当社は、機動的な資金調達を図ることを目的として、当社の株式(自己株式の処分による株式を含む。)及び

新株予約権を引き受ける者の募集をする場合において、その募集事項、株主に当該株式又は新株予約権の割当

てを受ける権利を与える旨及びその申込みの期日の決定は取締役会の決議によって定める旨定款に定めており

ます。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

これは、株主総会における特別決議に必要な定足数を緩和することにより、株主総会の機動的な運営を可能と

することを目的としております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧
男性９名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役社長
(代表取締役)

山 本 　隆 洋 1958年３月24日生

1980年４月
2012年４月
2014年６月
2017年６月
2019年６月
2022年６月
2023年６月

当社入社
旧東京南支社長
執行役員
常務取締役
専務取締役
取締役副社長(代表取締役)
取締役社長（代表取締役）（現任）

（注）

３
200

常務取締役
東北支社長

小 島 　浩 1961年４月27日生

2020年７月
2021年１月
2022年６月
2024年６月

当社入社（常勤顧問）
執行役員
取締役
常務取締役（現任）

（注）

３
110

取締役
調達本部長

金 子 　純 1965年６月21日生

1989年４月
2014年４月
2016年４月
2019年10月
2020年６月
2022年６月

当社入社
旧東京西支社支社長
旧首都圏西支社統括支社長
交通事業部長
執行役員
取締役（現任）

（注）

３
116

取締役
営業本部長

吉 田 　哲 也 1965年１月16日生

1989年９月
2020年４月
2020年６月
2023年６月

当社入社
中部支社長
執行役員
取締役（現任）

（注）

３
103

取締役
内線本部長

熊 谷 　秀 晴 1968年５月23日生
1991年４月
2022年４月
2024年６月

当社入社
東北支社長
取締役（現任）

（注）

３
81

常勤監査役 赤 崎 　良 知 1948年11月23日生

2017年４月
2019年４月
2019年６月
2023年６月

当社入社（常勤顧問）
海外事業部長
執行役員
常勤監査役（現任）

（注）

４
10

監査役 菅 野 　一 博 1954年11月６日生

2013年７月
2014年６月
2015年６月
2021年６月
2022年６月

当社入社
執行役員
常務執行役員
常勤監査役
監査役（現任）

（注）

４
33

監査役 檀 野 　博 1949年２月25日生

2016年７月
2017年６月
2019年６月
2021年６月

東京センチュリー㈱顧問（現任）
当社監査役
当社常勤監査役
当社監査役（現任）

（注）

４
－

監査役 安 富 　正 文 1948年２月24日生

2011年６月
2015年６月
2019年６月
2022年６月

東京地下鉄㈱代表取締役副社長
東京地下鉄㈱代表取締役会長
東京地下鉄㈱顧問（現任）
当社監査役（現任）

（注）

４
－

計  653

(注)１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
　　２．監査役檀野　博及び安富　正文は、社外監査役であります。
　　３．取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
　　４．監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
　　５．当社は2002年６月より取締役及び監査役とは別に、取締役会が決定した経営方針に基づき業務執行を行う「執行役員」を選任してお

ります。現在の「執行役員」は次のとおりであります。なお、上記の社長以下全取締役は「執行役員」を兼務しております。

役名 氏名 職名

執行役員 小 宅　　 満 安全品質・教育管理本部長

〃 香 川　立 人  

〃 黒須　陽一郎 丸の内支社長

〃 野小生　克明 営業戦略部長、新価値創造部長

〃 中 畑　　 久 電力インフラ本部長

〃 橋 爪　智 哉 電力インフラ事業部長

〃 一之木　賢悟 関連事業本部長

〃 畑 　雄 二 中部支社長

〃 黒 澤　孝 志 企画本部長

〃 枝 　孝 行 営業第一部長

 

②　社外役員の状況
　当社の社外監査役である檀野　博、安富　正文は、当社との人的関係、資本的関係及び取引関係その他利害関
係はありません。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　監査役会は監査役４名（当事業年度末時点では４名）で構成されており、うち２名（当事業年度末時点では２

名）が社外監査役であります。監査役会は原則として年２回開催するものとし、常勤監査役は、常勤者としての

特性を踏まえ、監査環境の整備及び社内の情報収集に積極的に努めております。
　なお、当社の社外監査役である檀野　博及び安富　正文は、当社との人的関係、資本的関係及び取引関係その他
利害関係はありません。

　当事業年度において当社は監査役会を合計４回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりで

す。
 

区分 氏名 監査役会出席状況

常勤監査役 竹 澤 　秀 昭 全２回中２回

監査役 菅 野 　一 博 全４回中４回

常勤監査役 赤 崎 　良 知 全２回中２回

監査役 檀 野 　　博 全４回中４回

監査役 海 老 沼 　英 次 全２回中０回

監査役 安 富 　正 文 全４回中２回
 
（注）竹澤　秀昭及び海老沼　英次は2023年６月21日開催の定時株主総会で退任するまでに、当事業年度に開催さ

れた監査役会への出席状況について記載しております。

赤崎　良知は、2023年６月21日開催の定時株主総会で監査役に就任以降、当事業年度に開催された監査役会

の出席状況にて記載しております。

　監査役会における具体的な検討内容は、監査の方針および監査実施計画、内部統制システムの整備・運用状況、

ＫＡＭ（監査上の主要な検討事項）についての説明、会計監査人の監査の方法および結果の相当性等です。具体的

な実施内容は以下のとおりです。

時期 概要

2023年９月 会計監査人による当事業年度の監査計画の説明

2024年３月 会計監査人との主要な検討事項（ＫＡＭ）に関するミーティング

2024年５月 監査結果報告を受けて、当事業年度における意見交換

2024年６月 株主総会後の常勤監査役の選定等

　また、常勤監査役の活動として、取締役等との意思疎通、取締役会その他重要な会議への出席及び意見陳述、重

要な決裁書類等の閲覧、内部監査状況の報告を受け助言を行っております。また、監査役会は会計監査人と監査計

画等についてミーティングを実施し、会計監査に関する報告及び説明を受け、相互連携した監査を行っておりま

す。

 

②　内部監査の状況

　当社の内部監査体制は、コーポレート・ガバナンス部工事・業務監査課（５名）を主管とし、その他関連部署か

ら成る内部監査チームが、社内規則の遵守や不正の防止に重点を置いた監査計画より内部監査及び指導を行ってお

ります。監査結果を代表取締役、取締役会及び監査役会に報告をするとともに、監査役と定期的に協議し、必要に

応じて随時意見交換を図るなど、相互に連携を取って監査を実施しております。内部監査にて浮上した指摘事項に

ついては、すぐに該当部門に共有し、特に重要性のある指摘事項については、毎月の報告会にて全社展開を行って

おります。これにより、意識共有と改善のサイクルを速やかに回し、企業全体の実効性を確保しています。
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③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

虎ノ門有限責任監査法人

ｂ．継続監査期間

11年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

渋佐　寿彦

大坂谷　卓

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他１名であります。監査法人とは、人的、資本的

又は取引関係その他の利害関係はありません。なお、会計監査人とは、会社法第427条第１項に規定する責任限

定契約(会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったとき

は金35百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を

負担する)を締結しております。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社の監査法人の選定方針は、監査法人の独立性及び専門性を追求し、監査計画、実施状況及び監査結果の相

当性に関して評価を行い、適切に判断を行っております。その理由は、開示情報の信頼性を担保する役割を担う

者として適格か判断するためであります。その結果、会計監査人の職務執行に問題はないと評価し、虎ノ門有限

責任監査法人の再任を決議致しました。

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については監査実施状況や

監査報告等を通じ、独立性と専門性の有無について確認を行っておりますが、現在の当社監査法人である虎ノ門

有限責任監査法人は、独立性・専門性ともに問題はないものと認識しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく　

報酬（百万円）

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく　

報酬（百万円）

提出会社 16 － 16 －

連結子会社 － － － －

計 16 － 16 －

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

監査日数等を勘案し、監査役会の承認を得た上で決定しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画

の内容、職務執行状況や報酬見積の算出根拠等を評価したためであります。

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・

ガバナンスの概要」に記載しております。

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて

記載しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）により作成して

おります。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の財務諸表について、虎ノ門有限責

任監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 36,420 26,486

受取手形・完成工事未収入金等 ※３,※４ 47,660 ※３,※４ 55,034

ファクタリング債権 1,181 1,190

有価証券 4,000 1,022

未成工事支出金 ※２ 2,006 ※２ 2,138

その他 5,014 2,150

貸倒引当金 △62 △101

流動資産合計 96,222 87,921

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 17,490 19,250

機械、運搬具及び工具器具備品 19,343 19,745

土地 5,064 8,651

建設仮勘定 21 10

減価償却累計額 △15,667 △17,302

有形固定資産合計 26,252 30,354

無形固定資産 1,263 2,181

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 11,092 ※１ 21,952

退職給付に係る資産 2,550 2,535

その他 2,918 2,985

貸倒引当金 △131 △191

投資その他の資産合計 16,430 27,282

固定資産合計 43,946 59,818

資産合計 140,168 147,740

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 19,670 21,724

電子記録債務 10,450 10,633

１年内返済予定の長期借入金 824 824

未払法人税等 726 1,587

未成工事受入金 ※５ 7,547 ※５ 2,589

工事損失引当金 ※２ 6,292 ※２ 6,319

その他 3,914 5,107

流動負債合計 49,427 48,786

固定負債   

長期借入金 9,689 8,864

繰延税金負債 749 2,141

退職給付に係る負債 139 162

資産除去債務 884 887

その他 741 817

固定負債合計 12,203 12,874

負債合計 61,631 61,661
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,134 1,134

資本剰余金 2 2

利益剰余金 71,403 74,974

株主資本合計 72,539 76,110

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,185 9,275

繰延ヘッジ損益 98 4

為替換算調整勘定 32 70

退職給付に係る調整累計額 131 △18

その他の包括利益累計額合計 5,447 9,332

非支配株主持分 549 636

純資産合計 78,537 86,079

負債純資産合計 140,168 147,740
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高   

完成工事高 97,513 104,925

兼業事業売上高 3,064 3,373

売上高合計 ※１ 100,578 ※１ 108,298

売上原価   

完成工事原価 ※７ 87,559 ※７ 91,062

兼業事業売上原価 2,146 2,278

売上原価合計 89,705 93,340

売上総利益   

完成工事総利益 9,954 13,863

兼業事業総利益 918 1,095

売上総利益合計 10,872 14,958

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 7,716 ※２,※３ 9,334

営業利益 3,156 5,623

営業外収益   

受取利息 52 13

受取配当金 284 326

受取賃貸料 3 7

受取保険料 9 －

為替差益 17 107

持分法による投資利益 25 25

雑収入 71 167

営業外収益合計 463 646

営業外費用   

支払利息 75 69

支払手数料 29 52

貸倒引当金繰入額 130 131

関係会社支援損 31 22

雑支出 7 25

営業外費用合計 274 302

経常利益 3,345 5,968

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 0 ※４ 512

投資有価証券売却益 0 65

会員権売却益 4 －

貸倒引当金戻入額 29 －

負ののれん発生益 7 －

特別利益合計 42 577

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 0 ※５ 6

固定資産除却損 ※６ 31 ※６ 24

減損損失 ※８ － ※８ 51

投資有価証券売却損 25 －

投資有価証券評価損 121 54

貸倒引当金繰入額 80 77

損害賠償金 53 415

特別損失合計 312 629

税金等調整前当期純利益 3,075 5,917

法人税、住民税及び事業税 1,537 2,300

法人税等調整額 △322 △295

法人税等合計 1,214 2,005

当期純利益 1,860 3,911

非支配株主に帰属する当期純利益 66 114

親会社株主に帰属する当期純利益 1,794 3,797
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当期純利益 1,860 3,911

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △309 4,089

繰延ヘッジ損益 37 △93

為替換算調整勘定 49 52

退職給付に係る調整額 △191 △149

その他の包括利益合計 ※１,※２ △414 ※１,※２ 3,898

包括利益 1,445 7,810

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,366 7,682

非支配株主に係る包括利益 79 128
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,134 2 69,836 70,972

当期変動額     

剰余金の配当   △226 △226

親会社株主に帰属する当期
純利益

  1,794 1,794

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   －

当期変動額合計 － － 1,567 1,567

当期末残高 1,134 2 71,403 72,539

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

 その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 5,495 61 △3 323 5,875 501 77,349

当期変動額        

剰余金の配当       △226

親会社株主に帰属する当期
純利益

      1,794

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△309 37 36 △191 △428 48 △379

当期変動額合計 △309 37 36 △191 △428 48 1,188

当期末残高 5,185 98 32 131 5,447 549 78,537
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当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,134 2 71,403 72,539

当期変動額     

剰余金の配当   △226 △226

親会社株主に帰属する当期
純利益

  3,797 3,797

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   -

当期変動額合計 - - 3,570 3,570

当期末残高 1,134 2 74,974 76,110

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

 その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 5,185 98 32 131 5,447 549 78,537

当期変動額        

剰余金の配当       △226

親会社株主に帰属する当期
純利益

      3,797

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

4,089 △93 38 △149 3,884 86 3,971

当期変動額合計 4,089 △93 38 △149 3,884 86 7,541

当期末残高 9,275 4 70 △18 9,332 636 86,079
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,075 5,917

減価償却費 1,926 2,057

減損損失 － 51

貸倒引当金の増減額（△は減少） 56 99

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,194 26

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △54 15

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2 10

受取利息及び受取配当金 △336 △339

支払利息 75 69

為替差損益（△は益） △19 △107

固定資産売却損益（△は益） △0 △506

固定資産除却損 31 24

投資有価証券売却損益（△は益） 25 △65

投資有価証券評価損益（△は益） 121 54

持分法による投資損益（△は益） △25 △25

負ののれん発生益 △7 －

売上債権の増減額（△は増加） 8,073 △7,294

未成工事支出金の増減額（△は増加） △165 △131

仕入債務の増減額（△は減少） 259 2,168

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,437 △5,015

その他 △588 3,593

小計 17,075 604

利息及び配当金の受取額 374 369

利息の支払額 △76 △70

法人税等の支払額 △1,489 △1,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,884 △566

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,443 △7,002

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 693

固定資産の除却による支出 △24 △20

有価証券の償還による収入 3,000 －

投資有価証券の取得による支出 △3 △5,042

投資有価証券の売却による収入 0 81

投資有価証券の払戻による収入 10 －

関係会社株式の取得による支出 △2 －

関係会社株式の売却による収入 78 －

貸付けによる支出 △152 △196

貸付金の回収による収入 71 91

定期預金の増減額（△は増加） 8 30

ゴルフ会員権の取得による支出 △11 △6

ゴルフ会員権の売却による収入 6 －

保険積立金の積立による支出 △110 △117

保険積立金の払戻による収入 14 26

その他 232 95

投資活動によるキャッシュ・フロー 674 △11,366
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入金の返済による支出 △1,142 △824

配当金の支払額 △226 △226

非支配株主への配当金の支払額 △30 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,399 △1,093

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 169

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,242 △12,857

現金及び現金同等物の期首残高 24,980 40,270

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 47 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 40,270 ※ 27,413
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　6社

連結子会社の名称

株式会社ＴＫテクノサービス

いいたてまでいな再エネ発電株式会社

株式会社サン・エナジー川内

株式会社ＴＡリフト

Thai Toko Engineering Co.,Ltd.

Thai Toko Business Service Co.,Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

株式会社東光シーズガーデン　他４社

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　1社

株式会社サン・エナジー洋野

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称等

株式会社東光シーズガーデン　他６社

　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）が、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち「Thai Toko Engineering Co.,Ltd.」及び「Thai Toko Business Service Co.,Ltd.」の決算日

は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算

日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）によっております。

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外……決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ………………………時価法によっております。

③　棚卸資産

未成工事支出金……………………個別法による原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。

　また、一部の国内連結子会社及び在外連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　　10～50年

機械、運搬具及び工具器具備品　　３～22年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を計上して

おります。

　なお、当引当金は「流動負債・その他」に含めて計上しております。

③　工事損失引当金

　工事損失引当金は、受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、且つ、その金額を合理的に見

積ることのできる工事について、翌期以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき退職給付債務から年金資産を控除し

た額を退職給付に係る負債（年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産）に計上しており

ます。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、電気・電気通信・消防施設・土木工事並びにこれらに関連する工事の提供を主な事業内容と

しております。当該事業の取引においては、顧客との契約に基づき工事物件を完成させる義務を負っておりま

す。

　当該契約においては、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものであると判断しているため、主に工事の

進捗に伴い資産が生じる又は資産の価値が増加するにつれて、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗

度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、契約ごとに、各報告期間の期末日までに発生した原価

が、見積工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。

　進捗度を合理的に見積ることができない履行義務については、発生した原価のうち回収することが見込まれる

部分と同額を収益として認識しております。また、履行義務を全て充足すると見込まれる時点までの期間がごく

短い工事契約については一時点で全ての収益を認識しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主

持分に含めて計上しております。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用してお

ります。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

a.ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

b.ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

③　ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクの回避のため、対象となる債務の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の為替相場変動によるキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の間に高

い相関関係があることを認識し、有効性の評価としております。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは発生しておりません。

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から６ヶ月以内に満期の

到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

１．工事契約に係る収益認識について

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

一定の期間にわたり充足される履
行義務に係る工事契約の売上高

75,181 77,258

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは工事の進捗度に応じて売上高を計上しております。計上基準については「連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項　４．会計方針に関する事項　（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載している

とおりであります。

　工事原価総額の見積りは、工事に対する専門的な知識と経験に基づく施工担当者の一定の仮定と判断を伴うもの

であります。

　また、工事は一般に長期にわたり、工事の進行途上における材料費・外注費等の変動や設計変更、災害等の外的

要因による工事の遅延や中断等により、工事原価総額と工事収益総額に変動が生じる場合があり、翌連結会計年度

の連結財務諸表に影響を与える可能性があります。

 

２．工事損失引当金の計上について

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

工事損失引当金 6,292 6,319

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　工事損失引当金の計上は受注工事の損失に備えるため、翌連結会計年度以降に工事損失の発生が見込まれ、且

つ、その金額を合理的に見積ることのできる工事について、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失を算出し

工事損失引当金として計上しております。

　工事損失引当金は見積工事原価総額が請負金額を上回ると予想される場合、引当が必要となります。また、工事

損失引当金の見積りにおいては、受注時だけでなく、工事の進捗途中にも実行予算の見直しを行い、決算日におけ

る最善の見積りを行っております。しかし、着工後の設計変更や天災、工期延長による採算悪化等が発生した場合

には、当連結会計年度に見積った金額と異なる可能性があるため、翌連結会計年度に係る連結財務諸表において認

識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

(1）概要

2018年２月に企業会計基準第28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等（以下「企業会計基準第28号

等」）が公表され、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針の企業会計基準委員会への移管が完

了されましたが、その審議の過程で、次の２つの論点について、企業会計基準第28号等の公表後に改めて検討を行

うこととされていたものが、審議され、公表されたものであります。

・ 税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）

・ グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等（子会社株式又は関連会社株式）の売却に係る税効果

(2）適用予定日

2025年３月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現

時点で評価中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

投資有価証券（株式） 218百万円 168百万円

 

※２　損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の

発生が見込まれる工事契約に係る棚卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

未成工事支出金 84百万円 97百万円

 

※３　受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

受取手形 147百万円 151百万円

電子記録債権 2,286 3,064

完成工事未収入金 21,938 31,187

契約資産 23,288 20,631

 

※４　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権

　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理を

しております。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形及び

電子記録債権が連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

電子記録債権 －百万円 181百万円

 

※５　未成工事受入金のうち、契約負債の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

契約負債 7,547百万円 2,589百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解し

た情報」に記載しております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　　至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

役員報酬 282百万円 242百万円

従業員給料手当 3,160 4,220

退職給付費用 53 86

通信交通費 522 625

地代家賃 534 530

減価償却費 355 381

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

27百万円 43百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

土地 －百万円 381百万円

建物、構築物 － 129

機械、運搬具及び工具器具備品 0 1

計 0 512
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※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

土地及び建物 －百万円 6百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 0 －

計 0 6

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

建物・構築物 0百万円 22百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 1 1

ソフトウェア 29 －

計 31 24

※７　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

1,176百万円 26百万円

※８　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

用途 種類 場所 減損額（百万円）

賃貸用資産 建物等 東京都杉並区 51

　当社グループは、電気工事事業用資産については管理会計上の区分を基準に主として営業所単位に、賃貸用資産

及び遊休資産については個別にグループ化し、減損損失の判定を行っております。

　上記資産は売却予定であり、売却処分による回収可能価額が帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（51百万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物・構築物51百万

円であります。

　なお、回収可能価額は、譲渡に関する基本合意書に基づく正味売却価額により測定しております。

 

EDINET提出書類

東光電気工事株式会社(E00265)

有価証券報告書

50/99



（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △471百万円 5,950百万円

組替調整額 25 △65

計 △446 5,884

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 49 △130

組替調整額 － －

計 49 △130

為替換算調整勘定：   

当期発生額 49 52

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △162 △176

組替調整額 △114 △39

計 △276 △216

税効果調整前合計 △624 5,590

税効果額 209 △1,691

その他の包括利益合計 △414 3,898

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 △446百万円 5,884百万円

税効果額 137 △1,795

税効果調整後 △309 4,089

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 49 △130

税効果額 △12 37

税効果調整後 37 △93

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 49 52

税効果額 － －

税効果調整後 49 52

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 △276 △216

税効果額 84 66

税効果調整後 △191 △149

その他の包括利益合計   

税効果調整前 △624 5,590

税効果額 209 △1,691

税効果調整後 △414 3,898
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 11,340 － － 11,340

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月22日

定時株主総会
普通株式 113 10.0 2022年３月31日 2022年６月23日

2022年11月28日

取締役会
普通株式 113 10.0 2022年９月30日 2022年12月９日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月21日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 113 10.0 2023年３月31日 2023年６月22日

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 11,340 － － 11,340

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年６月21日

定時株主総会
普通株式 113 10.0 2023年３月31日 2023年６月22日

2023年11月27日

取締役会
普通株式 113 10.0 2023年９月30日 2023年12月８日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月19日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 113 10.0 2024年３月31日 2024年６月20日

 

EDINET提出書類

東光電気工事株式会社(E00265)

有価証券報告書

52/99



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

現金預金勘定 36,420百万円 26,486百万円

有価証券勘定 4,000 1,022 

保険代理店口預金 △86 △66 

定期預金（６ヶ月超） △63 △37 

流動資産その他（預け金） － 9 

現金及び現金同等物 40,270 27,413 

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

１年内 5 10

１年超 12 24

合計 17 34
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な場合は、銀行借入等で資金を調達しており、また余資は、定

期預金や譲渡性預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避する

ために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　受取手形・完成工事未収入金等及びファクタリング債権に係る信用リスクは、社内ルールにより与信管理を行い

リスクの低減を図っております。有価証券は、合同運用指定金銭信託及び信託受益権であり、安全性と流動性の高

い金融商品であります。また、投資有価証券は、株式及び債券であり、上場株式については毎月時価の把握を行っ

ております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日でありま

す。借入金の使途は子会社における設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクを回避する

ため、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　デリバティブ取引は、為替予約取引であり、外貨建買入債務及び外貨建予定取引に係る為替変動リスクを回避す

るために利用しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の

評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項

(7)重要なヘッジ会計の方法」」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、事務標準書の規程に従い、営業債権について、本社及び各支社における営業部門が得意先の経営状

況・状態を把握し、必要に応じて得意先の与信管理を行っております。また、本社経理部、各支社総務部におい

て、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。連結子会社についても、当社に準じて、同様の管理を行なっております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を信用度の高い金融機関に限定しているため、信用リスクはほとん

どないと認識しております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　変動金利の借入金については、経理部にて市場金利動向を把握しております。また、有価証券及び投資有価証

券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、管理規程に従い、担当部署が決済担当者の承認を得て行っており

ます。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各支社等からの報告に基づき経理部にて、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約

額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。「現金預金」、「受取手形・

完成工事未収入金等」、「ファクタリング債権」、「支払手形・工事未払金等」、「電子記録債務」については、現

金であること、又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。

前連結会計年度（2023年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券及び投資有価証券 (*1)    

満期保有目的の債券 4,000 4,000 －

その他有価証券 10,107 10,107 －

資産計 14,107 14,107 －

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
10,514 10,687 173

負債計 10,514 10,687 173

デリバティブ取引 (*2) 128 128 －

(*1)　市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 985

(*2)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券及び投資有価証券 (*1)    

満期保有目的の債券 1,000 1,000 －

その他有価証券 21,046 21,046 －

資産計 22,046 22,046 －

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
9,689 9,813 123

負債計 9,689 9,813 123

デリバティブ取引 － － －

(*1)　市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 928
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

ファクタリング債権

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

　合同運用指定金銭信託

　信託受益権

36,415

47,660

1,181

 

 

2,000

2,000

－

－

－

 

 

－

－

－

－

－

 

 

－

－

－

－

－

 

 

－

－

計 89,258 － － －

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

ファクタリング債権

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

　合同運用指定金銭信託

　信託受益権

26,478

55,034

1,190

 

 

1,000

－

－

－

－

 

 

－

－

－

－

－

 

 

－

－

－

－

－

 

 

－

－

計 83,703 － － －

 

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 824 824 824 824 824 6,390

合計 824 824 824 824 824 6,390

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 824 824 824 824 824 5,565

合計 824 824 824 824 824 5,565
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５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 10,107 － － 10,107

デリバティブ取引     

通貨関連 － 128 － 128

資産計 10,107 128 － 10,235

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 15,569 － － 15,569

その他

デリバティブ取引

通貨関連

947

 

－

4,529

 

－

－

 

－

5,476

 

－

資産計 16,516 4,529 － 21,046
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

合同運用指定金銭信託 － 2,000 － 2,000

信託受益権 － 2,000 － 2,000

資産計 － 4,000 － 4,000

長期借入金

(１年内返済予定の長期借入金

を含む)

－ 10,687 － 10,687

負債計 － 10,687 － 10,687

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

合同運用指定金銭信託

信託受益権

－

－

1,000

－

－

－

1,000

－

資産計 － 1,000 － 1,000

長期借入金

(１年内返済予定の長期借入金

を含む)

－ 9,813 － 9,813

負債計 － 9,813 － 9,813

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

有価証券及び投資有価証券

上場株式、ＥＴＦ等は、相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場に

おける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。また投資信託は、市場

における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要

な制限がないため、基準価格を時価とし、レベル２の時価に分類しております。外貨建ＭＭＦは取引先金融機関

から提示された価格等に基づき評価しており、レベル２の時価に分類しております。

 

デリバティブ取引

為替予約の時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価

に分類しております。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、信用状態は借入実行後大きく異なって

いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時

価に分類しております。また、一部の長期借入金については、金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施

して支払利息の固定化を実施しております。金利スワップの特例処理の対象とされているものの時価は、当該金

利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

（1）合同運用指定

　　 金銭信託

（2）信託受益権

 

2,000

2,000

 

2,000

2,000

 

－

－

合計 4,000 4,000 －

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

（1）合同運用指定

　　 金銭信託

（2）信託受益権

 

1,000

－

 

1,000

－

 

－

－

合計 1,000 1,000 －

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式

(2) 債券

(3) その他

10,067

－

－

2,608

－

－

7,458

－

－

小計 10,067 2,608 7,458

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式

(2) 債券

(3) その他

39

－

－

43

－

－

△4

－

－

小計 39 43 △4

合計 10,107 2,652 7,454

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式

(2) 債券

(3) その他

15,560

－

5,476

2,637

－

5,060

12,922

－

416

小計 21,037 7,698 13,339

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式

(2) 債券

(3) その他

8

－

－

8

－

－

△0

－

－

小計 8 8 △0

合計 21,046 7,707 13,338
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３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 79 0 25

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 79 0 25

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 81 65 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 81 65 －

 

 

４．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券について121百万円(関係会社株式121百万円)減損処理を行っております。

　当連結会計年度において、有価証券について54百万円(関係会社株式54百万円)減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には原則として減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価差益
（百万円）

市場取引以外の
取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 73 － 7 7

（注） 上記のデリバティブ取引については、ヘッジ会計の適用要件を充足しなくなったため、ヘッジ会計の中止として

処理しております。

 

(2) 金利関連

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

米ドル 外貨建予定取引 403 － 129

中国人民元 外貨建予定取引 237 － △0

合計 640 － 128

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(2) 金利関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 長期借入金 4,570 4,293 (注）

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 長期借入金 4,293 4,016 (注）

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、従業員に対して確定給付企業年金制度、企業型確定拠出年金制度及び退職一時

金制度を設けております。また、当社においては退職給付信託を設定しております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

退職給付債務の期首残高 6,077百万円 6,162百万円

勤務費用 294 290

利息費用 60 61

数理計算上の差異の発生額 28 55

退職給付の支払額 △298 △372

退職給付債務の期末残高 6,162 6,196

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

年金資産の期首残高 8,573百万円 8,713百万円

期待運用収益 146 161

数理計算上の差異の発生額 △134 △121

事業主からの拠出額 323 241

退職給付の支払額 △196 △262

年金資産の期末残高 8,713 8,732

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当連結会計年度

（2024年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 6,162百万円 6,196百万円

年金資産 △8,713 △8,732

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △2,550 △2,535

   

退職給付に係る負債 － －

退職給付に係る資産 △2,550 △2,535

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △2,550 △2,535
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

勤務費用 294百万円 290百万円

利息費用 60 61

期待運用収益 △146 △161

数理計算上の差異の費用処理額 △114 △39

確定給付制度に係る退職給付費用 94 151

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

数理計算上の差異 276百万円 216百万円

合　計 276 216

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当連結会計年度

（2024年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △189百万円 27百万円

合　計 △189 27

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当連結会計年度

（2024年３月31日）

債券 16.1％ 15.1％

株式 47.3 45.8

一般勘定 14.2 14.1

その他 22.3 25.1

合　計 100.0 100.0

　（注）年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度46.3％、当連結会

計年度43.4％含まれております。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当連結会計年度

（2024年３月31日）

割引率 1.0％ 1.0％

長期期待運用収益率 1.5 1.5
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３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 128百万円 139百万円

退職給付費用 0 16

退職給付の支払額 △3 △5

為替換算調整額 13 12

退職給付に係る負債の期末残高 139 162

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当連結会計年度

（2024年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 139百万円 162百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 139 162

   

退職給付に係る負債 139 162

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 139 162

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　前連結会計年度　0百万円　　当連結会計年度　16百万円

 

４．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度107百万円、当連結会計年度110百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払賞与否認 573百万円 760百万円

未払社会保険料否認 90  118

未払事業税否認 51  91

工事損失引当金否認 1,921  1,927

退職給付に係る負債 781  804

未払役員退職慰労金否認 24  －

貸倒引当金繰入限度超過額 59  89

会員権有税評価損 14  14

減損損失否認 266  254

有価証券評価損否認 81  97

資産除去債務 253  254

繰越税額控除 255  246

繰越欠損金 120  136

連結会社間内部利益消去 199  182

その他 68  104

　　繰延税金資産小計 4,762  5,084

　評価性引当額 △1,162  △1,089

　　繰延税金資産合計 3,600  3,994
    
繰延税金負債    

退職給付に係る資産 △722  △712

退職給付信託設定益 △571  △571

その他有価証券評価差額金 △2,268  △4,063

固定資産圧縮積立金 △541  △599

その他 △245  △187

　　繰延税金負債合計 △4,349  △6,136

　　繰延税金負債の純額 △749  △2,141

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

　交際費等永久に損金に算入されない項目 8.7  2.9

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.7  △0.8

　住民税均等割 1.5  0.8

　評価性引当額の増減 0.9  △1.2

　持分法損益等連結調整に係る項目 0.5  0.3

　その他 △1.0  1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.5  33.9

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会

計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会

計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

 太陽光発電施設用土地及び風力発電施設用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。
 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は0.4％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

期首残高 880百万円 884百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 3 3

期末残高 884 887

 

（賃貸等不動産関係）

当社では、東京、北海道その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。前連結

会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は384百万円（主な賃貸収益は兼業事業売上高に、主な賃貸費用

は兼業事業売上原価に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は473百万円

（主な賃貸収益は兼業事業売上高に、主な賃貸費用は兼業事業売上原価に計上）、固定資産売却益は403百万円(特別利

益に計上)、減損損失は51百万円(特別損失に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 6,838 7,479

 期中増減額 641 4,447

 期末残高 7,479 11,926

期末時価 19,322 23,519

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額はイルミライズ神保町の購入による増加（880百万円）で

あります。当連結会計年度の主な増加額はMITSUWAビルの購入による増加（1,804百万円）と、リビオメゾン

東日本橋の購入による増加（1,243百万円）であります。

３．期末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件に

ついては「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。ただし、第三者からの取得時

や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生

じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、当連結会計年度に

新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって

時価としております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

  （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計

電気工事業
不動産

賃貸業
計

地域別      

　日本 95,714 － 95,714 126 95,841

　タイ 3,624 － 3,624 － 3,624

顧客との契約から生じる収益 99,339 － 99,339 126 99,466

その他の収益 － 1,111 1,111 － 1,111

外部顧客への売上高 99,339 1,111 100,451 126 100,578

収益認識の時期      

　一時点で移転される

　財又はサービス
24,158 － 24,158 126 24,285

　一定の期間にわたり

　移転される財又はサービス
75,181 － 75,181 － 75,181

顧客との契約から生じる収益 99,339 － 99,339 126 99,466

その他の収益 － 1,111 1,111 － 1,111

外部顧客への売上高 99,339 1,111 100,451 126 100,578

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、農産物販売業等が含ま

れております。

 

当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

  （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計

電気工事業
不動産

賃貸業
計

地域別      

　日本 103,691 － 103,691 139 103,831

　タイ 3,192 － 3,192 － 3,192

顧客との契約から生じる収益 106,884 － 106,884 139 107,024

その他の収益 － 1,274 1,274 － 1,274

外部顧客への売上高 106,884 1,274 108,159 139 108,298

収益認識の時期      

　一時点で移転される

　財又はサービス
29,626 － 29,626 139 29,765

　一定の期間にわたり

　移転される財又はサービス
77,258 － 77,258 － 77,258

顧客との契約から生じる収益 106,884 － 106,884 139 107,024

その他の収益 － 1,274 1,274 － 1,274

外部顧客への売上高 106,884 1,274 108,159 139 108,298

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、農産物販売業等が含ま

れております。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項　４．会計方針に関する事項　（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載しているとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 20,116 24,372

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 24,372 34,403

契約資産(期首残高) 33,349 23,288

契約資産(期末残高) 23,288 20,631

契約負債(期首残高) 3,949 7,547

契約負債(期末残高) 7,547 2,589

契約資産は、電気工事業における顧客との工事請負契約等について、当連結会計年度末日時点で一定の期間に

わたる収益を認識したものの、未請求のものであります。契約資産は顧客の検収時に顧客との契約から生じた債

権に振り替えます。

契約負債は、主に、一定の期間、又は一時点に収益を認識する顧客との工事請負契約等について、顧客から受

領した前受金に関するものであります。契約負債は、履行義務を充足し、財又はサービスに対する支配が顧客に

移転した時に収益の認識に伴い取り崩されます。

前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、3,609百万円であり

ます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、7,322百万円であり

ます。

過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はあり

ません。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　前連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、128,021百万円であります。当該取引価

格は最長で６年以内に収益として認識されると見込んでおります。

　当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、124,189百万円であります。当該取引価

格は最長で５年以内に収益として認識されると見込んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主要事業を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「電気工事業」、「不動産賃貸業」の2

つを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントに属する主要な事業内容は以下のとおりであります。

「電気工事業」　・・・電気・電気通信・消防施設・土木工事並びにこれらに関連する事業

「不動産賃貸業」・・・ビル、倉庫等の不動産の賃貸事業

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結
財務諸表
計上額
(注)3

 電気工事業
不動産
賃貸業

計

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 99,339 1,111 100,451 126 100,578 － 100,578

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

16 18 34 － 34 △34 －

計 99,355 1,130 100,486 126 100,613 △34 100,578

セグメント利益 2,662 473 3,135 20 3,156 － 3,156

セグメント資産 132,249 7,867 140,117 51 140,168 － 140,168

その他の項目        

減価償却費　(注)4 1,671 254 1,925 0 1,926 － 1,926

持分法適用会社への投資額 155 － 155 － 155 － 155

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 (注)5

1,389 903 2,293 － 2,293 － 2,293
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　当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結
財務諸表
計上額
(注)3

 電気工事業
不動産
賃貸業

計

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 106,884 1,274 108,159 139 108,298 － 108,298

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

8 18 27 － 27 △27 －

計 106,893 1,293 108,186 139 108,326 △27 108,298

セグメント利益 5,070 546 5,616 7 5,623 － 5,623

セグメント資産 135,431 12,259 147,691 49 147,740 － 147,740

その他の項目        

減価償却費　(注)4 1,755 302 2,057 0 2,057 － 2,057

持分法適用会社への投資額 160 － 160 － 160 － 160

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 (注)5

2,409 4,932 7,341 － 7,341 － 7,341

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、農産物販売業等が含

まれております。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント間の内部売上高又は振替高  （単位：百万円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 34 27
 

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

４．減価償却費には長期前払費用の償却費が含まれております。

５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用の増加額が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める主要な顧客がないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める主要な顧客がないため、記載を省略し

ております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

     （単位：百万円）

 電気工事業 不動産賃貸業 その他 全社・消去 合計

減損損失 － 51 － － 51

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり純資産額 6,877.19円 7,534.64円

１株当たり当期純利益 158.21円 334.87円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 78,537 86,079

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
549 636

（うち非支配株主持分（百万円）） (549) (636)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 77,987 85,442

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
11,340 11,340

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
1,794 3,797

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益（百万円）
1,794 3,797

期中平均株式数（千株） 11,340 11,340

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 824 824 0.99 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
9,689 8,864 1.00 2025年～2039年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 10,514 9,689 － －

（注）１.「平均利率」は、無利息借入金を除いた当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、変

動利率のものについては、期末日現在の利率を使用しております。

２.１年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高のうち、373百万円は無利息であります。

３.長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の当期末残高のうち、3,070百万円は無利息でありま

す。

４.長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 824 824 824 824

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 34,421 23,455

電子記録債権 ※３ 2,286 ※３ 3,063

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 44,126 ※３ 50,708

ファクタリング債権 1,181 1,190

有価証券 4,000 1,022

未成工事支出金 1,967 2,105

短期貸付金 80 90

その他 4,396 1,489

貸倒引当金 △62 △101

流動資産合計 92,398 83,024

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,333 17,075

減価償却累計額 △7,263 △7,599

建物（純額） 8,069 9,475

構築物 750 763

減価償却累計額 △426 △455

構築物（純額） 323 307

機械及び装置 2,408 2,596

減価償却累計額 △2,046 △2,147

機械及び装置（純額） 361 449

車両運搬具 570 576

減価償却累計額 △175 △294

車両運搬具（純額） 394 282

工具、器具及び備品 2,559 2,746

減価償却累計額 △2,289 △2,402

工具、器具及び備品（純額） 270 344

土地 5,056 8,642

建設仮勘定 21 10

有形固定資産合計 14,497 19,511

無形固定資産   

ソフトウエア 306 237

その他 949 1,936

無形固定資産合計 1,256 2,173
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 10,864 21,775

関係会社株式 581 526

従業員に対する長期貸付金 25 21

関係会社長期貸付金 1,030 1,070

破産更生債権等 12 12

長期前払費用 116 138

前払年金費用 2,361 2,562

敷金及び保証金 520 481

会員権 193 199

その他 1,069 1,095

貸倒引当金 △131 △191

投資その他の資産合計 16,642 27,691

固定資産合計 32,396 49,376

資産合計 124,795 132,401

負債の部   

流動負債   

支払手形 583 1,313

工事未払金 ※１ 18,834 ※１ 18,765

電子記録債務 10,450 10,633

未払金 279 450

未払費用 2,674 3,576

未払法人税等 681 1,427

未払消費税等 395 458

未成工事受入金 6,620 2,519

預り金 89 160

工事損失引当金 6,274 6,296

流動負債合計 46,884 45,603

固定負債   

繰延税金負債 447 1,929

その他 739 816

固定負債合計 1,186 2,746

負債合計 48,071 48,349
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,134 1,134

資本剰余金   

資本準備金 2 2

資本剰余金合計 2 2

利益剰余金   

利益準備金 283 283

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 585 759

別途積立金 27,500 27,500

繰越利益剰余金 41,935 45,092

利益剰余金合計 70,304 73,635

株主資本合計 71,440 74,771

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,185 9,275

繰延ヘッジ損益 98 4

評価・換算差額等合計 5,283 9,280

純資産合計 76,724 84,052

負債純資産合計 124,795 132,401
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高   

完成工事高 93,262 100,850

兼業事業売上高 1,170 1,352

売上高合計 94,432 102,203

売上原価   

完成工事原価 83,967 88,046

兼業事業売上原価 687 799

売上原価合計 84,655 88,845

売上総利益   

完成工事総利益 9,294 12,803

兼業事業総利益 483 553

売上総利益合計 9,777 13,357

販売費及び一般管理費   

役員報酬 255 216

従業員給料手当 2,817 3,823

退職給付費用 53 74

法定福利費 446 594

福利厚生費 438 388

修繕維持費 8 12

事務用品費 220 241

通信交通費 496 595

動力用水光熱費 72 64

調査研究費 50 115

研究開発費 27 43

広告宣伝費 57 135

貸倒引当金繰入額 △0 0

貸倒損失 1 0

交際費 235 246

寄付金 7 7

地代家賃 494 490

減価償却費 350 374

租税公課 269 357

保険料 31 32

雑費 716 723

販売費及び一般管理費合計 7,048 8,540

営業利益 2,729 4,816

営業外収益   

受取利息 ※１ 55 ※１ 12

受取配当金 ※１ 355 ※１ 407

受取賃貸料 ※１ 5 ※１ 10

受取保証料 ※１ 110 ※１ 100

為替差益 19 107

雑収入 ※１ 101 ※１ 194

営業外収益合計 647 831

営業外費用   

支払利息 5 5

支払手数料 － 24

貸倒引当金繰入額 130 131

関係会社支援損 47 45

雑支出 4 20

営業外費用合計 188 228

経常利益 3,188 5,420
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 ※２ 511

投資有価証券売却益 0 65

関係会社株式売却益 0 －

会員権売却益 4 －

貸倒引当金戻入額 29 －

特別利益合計 34 576

特別損失   

固定資産売却損 ※３ － ※３ 6

固定資産除却損 ※４ 31 ※４ 24

減損損失 － 51

投資有価証券売却損 22 －

投資有価証券評価損 121 －

関係会社株式売却損 3 －

関係会社株式評価損 － 54

貸倒引当金繰入額 80 77

損害賠償金 53 415

特別損失合計 312 629

税引前当期純利益 2,910 5,368

法人税、住民税及び事業税 1,437 2,083

法人税等調整額 △321 △272

法人税等合計 1,115 1,810

当期純利益 1,795 3,557
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当事業年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費  38,695 46.1 38,446 43.7

労務費  － － － －

外注費  30,812 36.7 35,408 40.2

経費  14,459 17.2 14,191 16.1

（うち人件費）  (8,709) (10.4) (9,084) (10.3)

完成工事原価  83,967 100.0 88,046 100.0

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,134 2 2 283 597 27,500 40,355 68,736 69,872

当期変動額          

剰余金の配当   －    △226 △226 △226

固定資産圧縮積立
金の取崩   －  △11  11 － －

当期純利益   －    1,795 1,795 1,795

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

  －     － －

当期変動額合計 － － － － △11 － 1,580 1,568 1,568

当期末残高 1,134 2 2 283 585 27,500 41,935 70,304 71,440

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 5,494 61 5,555 75,427

当期変動額     

剰余金の配当   － △226

固定資産圧縮積立
金の取崩   － －

当期純利益   － 1,795

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△309 37 △271 △271

当期変動額合計 △309 37 △271 1,296

当期末残高 5,185 98 5,283 76,724
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当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,134 2 2 283 585 27,500 41,935 70,304 71,440

当期変動額          

剰余金の配当   －    △226 △226 △226

固定資産圧縮積立
金の積立   －  185  △185 － －

固定資産圧縮積立
金の取崩   －  △11  11 － －

当期純利益   －    3,557 3,557 3,557

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

  －     － －

当期変動額合計 － － － － 173 － 3,157 3,330 3,330

当期末残高 1,134 2 2 283 759 27,500 45,092 73,635 74,771

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 5,185 98 5,283 76,724

当期変動額     

剰余金の配当   － △226

固定資産圧縮積立
金の積立   － －

固定資産圧縮積立
金の取崩   － －

当期純利益   － 3,557

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

4,090 △93 3,996 3,996

当期変動額合計 4,090 △93 3,996 7,327

当期末残高 9,275 4 9,280 84,052
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）によっております。

(2）子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。

(3）その他有価証券

市場価格のない株式等以外……決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………時価法によっております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金……………………個別法による原価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　30～50年

機械装置　　　　　　６年

工具器具・備品　３～６年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上しておりま

す。

　なお、当引当金は「流動負債・未払費用」に含めて計上しております。

(3）工事損失引当金

　工事損失引当金は、受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、且つ、その金額を合理的に見積

ることのできる工事について、翌期以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　なお、年金資産の額が退職給付債務を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上してお

ります。
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７．収益及び費用の計上基準

　当社は、電気・電気通信・消防施設・土木工事並びにこれらに関連する工事の提供を主な事業内容としておりま

す。当該事業の取引においては、顧客との契約に基づき工事物件を完成させる義務を負っております。

　当該契約においては、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものであると判断しているため、主に工事の進

捗に伴い資産が生じる又は資産の価値が増加するにつれて、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に

基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、契約ごとに、各報告期間の期末日までに発生した原価が、見積

工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。

　進捗度を合理的に見積ることができない履行義務については、発生した原価のうち回収することが見込まれる部

分と同額を収益として認識しております。また、履行義務を全て充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い

工事契約については一時点で全ての収益を認識しております。

８．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

　為替変動リスクの回避のため、対象となる債務の範囲内でヘッジを行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の為替相場変動によるキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の間に高い相

関関係があることを認識し、有効性の評価としております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。
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（重要な会計上の見積り）

１．工事契約に係る収益認識について

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）
 

 前事業年度 当事業年度

一定の期間にわたり充足される履行
義務に係る工事契約の売上高

71,582 74,069

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は工事の進捗度に応じて売上高を計上しております。計上基準については「（重要な会計方針）　７．収益

及び費用の計上基準」に記載しているとおりであります。

　工事原価総額の見積りは、工事に対する専門的な知識と経験に基づく施工担当者の一定の仮定と判断を伴うもの

であります。

　また、工事は一般に長期にわたり、工事の進行途上における材料費・外注費等の変動や設計変更、災害等の外的

要因による工事の遅延や中断等により、工事原価総額と工事収益総額に変動が生じる場合があり、翌事業年度の財

務諸表に影響を与える可能性があります。

 

２．工事損失引当金の計上について

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）
 

 前事業年度 当事業年度

工事損失引当金 6,274 6,296

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　工事損失引当金の計上は受注工事の損失に備えるため、翌事業年度以降に工事損失の発生が見込まれ、且つ、そ

の金額を合理的に見積ることのできる工事について、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を算出し工事損失引

当金として計上しております。

　工事損失引当金は見積工事原価総額が請負金額を上回ると予想される場合、引当が必要となります。また、工事

損失引当金の見積りにおいては、受注時だけでなく、工事の進捗途中にも実行予算の見直しを行い、決算日におけ

る最善の見積りを行っております。しかし、着工後の設計変更や天災、工期延長による採算悪化等が発生した場合

には、当事業年度に見積った金額と異なる可能性があるため、翌事業年度に係る財務諸表において認識する金額に

重要な影響を与える可能性があります。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に関する注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

流動負債   

工事未払金 496百万円 358百万円

２　保証債務

　次の連結子会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

いいたてまでいな再エネ発電㈱

㈱サン・エナジー川内

3,457百万円

6,917

3,115百万円

6,435

計 10,375 9,550

※３　事業年度末日満期手形及び電子記録債権

　事業年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をして

おります。なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形及び電子記録債権

が事業年度末残高に含まれております。

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

電子記録債権 －百万円 181百万円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

受取利息 8百万円 9百万円

受取配当金 70 81

受取賃貸料 2 2

受取保証料 110 100

雑収入 43 42

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

土地 －百万円 381百万円

建物及び構築物 － 129

機械、運搬具及び工具器具備品 0 0

計 0 511

 

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

土地及び建物 －百万円 6百万円

計 － 6

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 22百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 1 1

ソフトウェア 29 －

計 31 24

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

子会社株式 550 495

関連会社株式 31 31
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払賞与否認 541百万円 724百万円

未払社会保険料否認 85  113

未払事業税否認 48  81

工事損失引当金否認 1,921  1,927

退職給付引当金繰入限度超過額 781  804

未払役員退職慰労金否認 24  －

貸倒引当金繰入限度超過額 59  89

会員権有税評価損 14  14

減損損失否認 266  254

有価証券評価損否認 81  97

その他 78  114

繰延税金資産小計 3,902  4,221

評価性引当額 △543  △457

繰延税金資産合計 3,358  3,764

    

繰延税金負債    

前払年金費用 △664  △720

退職給付信託設定益 △571  △571

その他有価証券評価差額金 △2,268  △4,063

固定資産圧縮積立金 △258  △335

為替予約評価額 △43  △2

繰延税金負債合計 △3,806  △5,693

繰延税金負債の純額 △447  △1,929

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.9  3.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8  △0.9

住民税均等割 1.5  0.8

評価性引当額の増減 △0.5  △1.6

その他 △0.4  1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.3  33.7

 
３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取

扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する

税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

中外製薬㈱ 874,359 5,048

三井不動産㈱ 1,500,000 2,471

三菱地所㈱ 500,000 1,392

キヤノン㈱ 250,097 1,125

日本空港ビルデング㈱ 140,000 830

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 450,000 700

日本電気㈱ 58,382 641

鹿島建設㈱ 185,881 581

東海旅客鉄道㈱ 130,000 484

㈱ヤクルト本社 154,304 481

㈱大林組 176,241 328

㈱世界貿易センタービルディング 120,000 315

京王電鉄㈱ 74,418 310

キリンホールディングス㈱ 100,000 209

平和不動産㈱ 44,000 179

㈱かわでん 60,000 173

大栄不動産㈱ 300,000 171

㈱みずほフィナンシャルグループ 45,000 137

㈱フジ・メディア・ホールディングス 50,000 99

中部電力㈱ 47,540 94

中部国際空港㈱ 1,548 77

㈱東邦銀行 154,850 55

首都圏新都市鉄道㈱ 1,000 50

㈱りそなホールディングス 50,000 47

インフロニア・ホールディングス㈱ 32,614 47

㈱T&Dホールディングス 14,410 37

日鉄興和不動産㈱ 1,000 35

㈱岡三証券グループ 30,000 24

関西国際空港土地保有㈱ 460 23

㈱ネットアルファ 400 20

北海道電力㈱ 23,373 19

東北電力㈱ 15,440 18

㈱仙台ビルディング 50 14

㈱横浜スカイビル 23,940 11

日本紙パルプ商事㈱ 2,286 11

日本原子力発電㈱ 1,175 11

その他16銘柄 39,495 39

計 5,652,263 16,320

 

【債券】

　該当ありません。
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【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券

満期保有目的の
債券

合同運用指定金銭信託 － 1,000

その他有価証券
(外国投資信託)
大和MMF　米ドル

14,534,157 22

小計 14,534,157 1,022

投資有価証券 その他有価証券

フィデリティ・バランス・ファンド 420,804,809 1,126

野村PIMCO・世界インカムF　B
（野村SMA・EW向け）

689,024,564 1,100

野村PIMCO・世界インカムF　A
（野村SMA・EW向け）

1,014,570,454 1,012

PIMCO　インカム・ファンド　円
年1回分配

28,493 298

モルガンスタンレーグローバル
プレミアム株式OP為替ヘッジなし

73,741,641 305

フィデリティ世界割安成長株投信B
為替H無

99,970,379 322

PIMCO　インカム・ファンド　米ドル
毎月分配

216,388 268

iシェアーズ　MSCI　エマージング
マーケット　ETF

27,369 170

バンガード　米国中期国債　ETF 16,861 149

iシェアーズ　米国国債　20年超　ETF 9,856 141

iシェアーズ　米国不動産　ETF 9,665 131

iシェアーズ　iBOXX
米ドル建て投資適格社債　ETF

7,890 130

iシェアーズ　JPM　米ドル
エマージング債券　ETF

8,011 108

モルガンスタンレーインフラ株式F
（為替H無し/資産成長）

65,533,477 72

iシェアーズ　iBOXX 米ドル建て
ハイイールド社債　ETF

5,546 65

ジャパンエクセレント投資法人　投資
証券

400 51

小計 2,363,975,802 5,454

合計 2,378,509,959 6,476
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 15,333 1,978
236

（22）
17,075 7,599 482 9,475

構築物 750 18
6

（0）
763 455 34 307

機械及び装置 2,408 218 30 2,596 2,147 130 449

車両運搬具 570 6 － 576 294 118 282

工具、器具及び備品 2,559 241 54 2,746 2,402 167 344

土地 5,056 3,735
149

（28）
8,642 － － 8,642

建設仮勘定 21 10 21 10 － － 10

有形固定資産計 26,700 6,210
499

（51）
32,411 12,899 933 19,511

無形固定資産        

ソフトウエア 579 45 33 591 354 114 237

その他 951 1,002 15 1,938 1 0 1,936

無形固定資産計 1,530 1,047 48 2,529 355 114 2,173

長期前払費用 160 64 29 194 55 32 138

　（注）１．当期減少額のうち、（）内は減損損失の計上によるものであります。

　　　　２．建物の当期増加額のうち、398百万円はアルバ両国の購入によるものであります。

　　　　３．土地の当期増加額のうち、1,541百万円はMITSUWAビルの購入によるものであります。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 193 214 110 4 292

工事損失引当金 6,274 2,295 2,273 － 6,296

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替計算等によるものであります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区西神田１丁目４番５号

　東光電気工事株式会社

株主名簿管理人 本社総務部

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り  

取扱場所 なし

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

買取手数料 なし

公告掲載方法

電子公告にて行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、官報に掲載して行う。

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおり。http://www.tokodenko.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

2023年６月23日関東財務局長に提出

事業年度（第108期）（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

(2）半期報告書

2023年12月８日関東財務局長に提出

（第109期中）（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

EDINET提出書類

東光電気工事株式会社(E00265)

有価証券報告書

92/99



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書   

   2024年６月14日

東光電気工事株式会社  

 取締役会　御中  

 

 虎ノ門有限責任監査法人  

 東京都港区  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渋佐　寿彦

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大坂谷　卓

 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東光電気工事株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東光

電気工事株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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１．工事請負契約における収益認識

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　連結財務諸表注記「４．会計方針に関する事項　(5)重

要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり、電気工事

業における工事請負契約について、履行義務の充足に係る

進捗度を合理的に測定できる場合に、測定した進捗度に基

づき収益を認識している。

　進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工

事原価が見積り工事原価総額に占める割合に基づいて算定

している。

　そのため進捗度の測定には工事原価総額の見積りが重要

な要素となるが、会社の主たる事業である電気工事業で

は、施主や元請業者からの追加工事や仕様変更等が生じた

り、他社が施工する建築工事等の影響を受けることにより

工事原価総額の見積りには不確実性が伴う。また発生した

工事原価の集計においては、他の工事に恣意的に原価の付

替えを行うことで進捗度の測定が歪められるという潜在的

なリスクが存在する。

　上記の理由により、当監査法人は工事請負契約の収益認

識における履行義務の充足に係る進捗度の測定において、

工事原価総額の見積り及び発生した工事原価の正確性につ

いて監査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、工事請負契約における工事原価総額の見

積りの合理性を評価するため、一定の基準により抽出した

工事請負契約について、主に以下の監査手続を実施した。

　・実行予算が適切に策定されていることを確かめるため

の内部統制及び実行予算の見直しが適時に行われるた

めの内部統制について評価した。

　・工事原価総額の基礎である実行予算の明細を確認し、

材料費や外注費等の根拠となる発注書等の積算資料と

の照合を行った。

　・工事責任者より工程表を入手し、工事の進捗状況を確

かめるとともに、実行予算の見直しに関する判断につ

いて工事責任者に質問を実施し、工事の進捗度や原価

の発生状況に照らして検討を行った。

　・当期に完成した工事については、前期の工事原価総額

の見積りと実際発生原価総額を比較し、差異の要因を

分析することで工事原価総額の見積りの精度を事後的

に評価した。

　・進捗度の測定の基礎となる発生した工事原価につい

て、発生を裏付ける請求書等との証憑突合、取引業者

等に対して債務の残高確認を実施した。
  
２．工事損失引当金における工事原価総額の見積り

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　連結財務諸表注記「4.会計方針に関する事項(3)重要な

引当金の計上基準」に記載のとおり、工事請負契約から見

込まれる損失の見積り額に基づいて工事損失引当金を計上

している。

　工事損失引当金の計算には工事原価総額の見積りが重要

な要素となるが、会社の主たる事業である電気工事業で

は、施主や元請業者からの追加工事や仕様変更等が生じた

り、他社が施工する建築工事等の影響を受けることにより

工事原価総額の見積りには不確実性が伴う。

　上記の理由により、当監査法人は工事損失引当金の算定

に影響を与える工事原価総額の見積りについて監査上の主

要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、工事請負契約における工事原価総額の見

積りの合理性を評価するため、一定の基準により抽出した

工事請負契約について、主に以下の監査手続を実施した。

　・実行予算が適切に策定されていることを確かめるため

の内部統制及び実行予算の見直しが適時に行われるた

めの内部統制について評価した。

　・工事原価総額の基礎である実行予算の明細を確認し、

材料費や外注費等の根拠となる発注書等の積算資料と

の照合を行った。

　・工事責任者より工程表を入手し、工事の進捗状況を確

かめるとともに、実行予算の見直しに関する判断につ

いて工事責任者に質問を実施し、工事の進捗度や原価

の発生状況に照らして検討を行った。

　・当期に完成した工事については、前期の工事原価総額

の見積りと実際発生原価総額を比較し、差異の要因を

分析することで工事原価総額の見積りの精度を事後的

に評価した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

　・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 
＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状

況】に記載されている。
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上

　※　１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  
 

   2024年６月14日

東光電気工事株式会社  

 取締役会　御中  

 

 虎ノ門有限責任監査法人  

 東京都港区  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渋佐　寿彦

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大坂谷　卓

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東光電気工事株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東光電気

工事株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

１．工事請負契約における収益認識

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（工事請負契約における収益認識）と同一内容

であるため、記載を省略している。

 

２．工事損失引当金における工事原価総額の見積り

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（工事損失引当金における工事原価総額の見積

り）と同一内容であるため、記載を省略している。

 
その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

　・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 
＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　※　１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象に含まれていません。
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